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(1) 本研究の背景と目的および論文の項目

一次粒径が数FLmから数10FLm程度の付着性のある微粉体層の力学的特性の研究は､

従来から工業プロセスにおいて,粉体のハンドリングが極めて困難であることから重視

きれてきた｡そして､近年､セラミックス等,微粉を原料とした素材が注目される中で､

その重要性が増してきている｡

粉体層の力学試験法8ま､従来Jenike[1,2,3]の一面せん断試験塩代表きれるように静

力学的な破壊試験や庄密試験を主に用いてきた｡また､モデル論的には､微視的粒子間

相互作用と巨視的な粉体層の力学挙動の関連を､考察した研究[4
-

8]などが行なわれ

て来ているが､これらも､静力学的な破壊,圧密現象を主な対象としている｡しかし､

実際の粉体層にはこれらの静力学的アプローチだけでは解明できない現象が存在する｡

その一つとして注目きれたのが､内藤らの捕集粉塵層の払い落としの研究[9,10]から求

められた''疲労破壊''現象の存在である｡内藤らはろ布上に集塵,捕集きれた粉塵層に､

くり返し衝撃力を加える実験をおこない､ 1回の負荷では払い落としが開始しない小き

な衝撃力でも繰り返し加えることにより払い落としが開始し､進行する現象の存在を確

認した｡そしてこの現象を''疲労破壊〃の概念を用いて説明し[10]､その後､椿ら[11コ

によって実際に粉体層に疲労破壊現象が存在することが確認きれた｡さらに椿ら[12]は

従来の研究では､あまり着目きれてこなかった粉体層圧縮に関する応力緩和現象と圧密

特性の関連を考察している｡

本論文は､これまでの研究の中で存在が確認きれた疲労,応力緩和現象等を､時間が

関与する粉体の力学現象,すなわち時間依存型力学現象としてとらえなおし､対象を拡

大して定量的考察を試みるとともに､各現象間の相互関連を考察することを目的とした

研究である｡

粉体膚力学の分野ではこの時間依存型力学特性に着目した研究は､静力学的扱いに比

べて極めて少ない｡しかし､粉体層の力学を体系化する上で､この時間依存型現象は極

めて重要であると考えられる｡実際に､粉体と関連の深い土質力学の分野では､時間依

存型現象に関する研究が､土質力学を体系化する上での重要な柱として位置付けられて

おり､次節で述べるように多くの研究が行なわれている｡ただ､土質力学の場合､粒子

の間げきに水が存在する系が中心で土のレオロジー挙動は､この間隙水の粘性が大きな

要因となっている｡

本論文では､この土質力学や､きらに古くから時間依存型現象に着目してきている材

料力学の分野での研究に検討を加えながら､数〃m程度の乾燥した付着性粉体を対象と

し､粉体層自身が持つ時間依存性について研究を進めたものである｡

本論文の構成としては､以下のようである｡

疲労破断現象に続きクリープ破断現象の存在を確認したことから､第1章では､粉休

層の疲労,およびクリープ破断現象を定量的に考察するため､負荷回数および負荷時間

の範囲を拡大して実験を行ない､負荷応力と､破断するまでの繰り返し負荷回数または

負荷時間,すなわち寿命の関係を求め､寿命分布の統計的解析を行なう｡

1章が､疲労,クリープ破断現象の最終状態である寿命値に着目したことから､第2



章では負荷開始から破断に至るまでの破断過程を考察するため､繰り返し負荷や､クリ

ープ負荷によって粉体層に蓄えられる不可逆変位童の増加過程について解析をおこなっ
た｡

そして､第3章では､破断過程を､さらに考察するため､クリープ応力による粉体層

強度低下過程を測定するとともに､内藤ら[13】の指摘に基づいてクリーブ破断の起きな

い小きな応力範囲のクリープ応力を受けた粉体層の強度変化を測定し､クリープ破断条

件について考察をおこなった｡ 'そして､得られた知見に基づいて疲労とクリープの比較､

および応力負荷速度依存性など､他の時間依存型現象について考察を加えた｡

また､ 3章の結果は､破断集件が､引っ張り応力による強度低下作用だけでなく､粉

体層成形時の圧密操作に関連するレオロジー挙動に伴って発生する強度増加現象も国子

として存在することを求めた｡そこで第4章でtま､この粉体層庄密に関するレオロジー

挙動を整理した上で､レオロジー挙動の時間的進行に伴う強度増加現象について定量的

整理を試みた｡

そして､最後に､第5章において､ 3, 4章で得られた種々の応力履歴による粉体層

の時間の窟過に伴う強度変化過程と､ 3章等で得られた変形挙動の関連をレオロジーモ

デルを用いて解析し強度変化､変形挙動のメカニズムについて考察を行なった｡

以上が論文の構成である｡本論に入る前に､前述した粉体層,土質力学における時間

依存性に関する既往の研究について述べる｡

(2) 粉体層,土質力学における時間依存型現象に関する既往の研究

本節では､粉体工学,土質力学､および薬学の分野で行なわれている､時間依存型現

象の概略について述べる｡対象とした学問領域が広いため､すべてを網羅しきれていな

いと思われるが､ここでは最初に､現象論的アプローチとして､ (1)主に三軸圧縮試験

を中心としたクリープおよび疲労破断試験(2)一次元庄密および等方圧密によるレオ

ロジー挙動(3)動的特性,等について述べた後に､モデル論的研究として(1)微視

的構造を考慮したレオロジー挙動の記述および(2)粘塑弾性理論を用いた連続体モデ

ルによる研究等について報告する｡

まず､現象論的アプローチについてのペる｡

(2) -1 現象論的アプローチ

(2)
-1-1クリーブ,疲労破断現象

最初に､三軸庄密試験等の粉体層,土の破壊強度を求める試験において､クリープお

よび繰り返し応力を作用きせた場合のレオロジー挙動について述べる｡土質力学の分野

でのクリープ,疲労破壊に関する研究は､三軸庄密試験によるものがほとんどで､◆ぉも

に変形挙動に着目した研究が多いようである｡土の三軸圧密クリープ試験によるクリー

プ変形挙動は､ Fig.1に示したように､定性的にはクリープ応力(D)により､次の三

つのカーブに分類きれる｡

1),変形速度が､ある程度のクリープ時間で0になる｡ ( Dく0.ST… )

2),クリープ変形が続き､無限時間で破断すると考えられる(0.2- 0.3Ts く D く

0.8- 0.9Ts )

之



Fig.1 三軸圧縮クリープ試験における盃童の経時変化[17]
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Fig.2 三軸圧縮クIl-プ試験におけるクリープ歪速度の経時変化の一例[17]

Fig.3 あるクT)-プ時間における負荷応力と歪速度の関係[19]

a



3),クリー7'破断が起こる｡( D>0.8-0.9Ts )

ここでTs 8ま､静的破壊強度である｡

ただ､この変形挙動を全応力範囲に亙って整理した研究は見当たらず､各応力範囲に分

けて検討を行なっているようである｡

まず､クリープ変形が継続するカーブ2)については､クt)-プ変形速度(i)が､

時間とともに減少し､ Fi苫.2に示したように両対数紙上で負の直線関係にあること_が種

々の条件下で確認きれている[14
-

16] ｡ Singh and Mitchell[17]は､この関係を整理

して次式を待た｡

1og(さ/;(t1, D)) ≡ -

m log (t/t1) (i)

同様な関係己ま､繰り返し負荷試験でも得られている[16]｡また､この関係式より疲労

とクリープの比較研究も行なわれている[18]｡
●

続いてSingh and Mitchell[19]乙ま､あるクt)-プ時間(t)におけるeとDの関係を整

理しFig.3の関係を得た｡そして､カーブ2)の領域では､直線関係が得られることか

ら次式が得られ

●

1og(昌/∈(t,D｡)) ≡ αD

Eqs.(1,2)より去, D, t,に関する次式を導いた｡

主= AeαD (t1/t)m

(2)

(3)

Eq.(3)もま､カーブ2)のクリープ変形曲線を記述した基本的な式である｡しかし,カ

ーブ1) ,3)については記述できない｡
次にクリープ破断の起こる負荷応力範囲(D>0.75- 0.8TS )では､クt)-プ変形

曲線は､ I),去が､時間とともに減少する区間 2),去が､ほぼ一定となる定常変形
区間 3),主が増加し最終破断を起こす区間､の三区間に区分される複雑な変形挙動を

示すため､現象論的壬理もあまり進んでいない｡わずかに､斎藤､上沢ら[20]が､区間

2)での歪速度去とクリープ寿命値(tf)の間に次式の関係が成立することをもとめて

いる｡

log tf= 2･33
-

0･916 log Emin± 0･59 (4)

しかし1)-3)の全過程に亙る整理は､ほとんどなきれていない｡

一方､変形挙動以外に着目した整理としては,動的負荷による負荷応力と寿令の関係
を整理した研究もいくつか行なわれているが[21,22]

､定性的整理に停まっているよう
である｡

ここで､これら三軸庄密試験の場合のクリープ試験では､ Fig.4に示すように､偏差

応力(q=q- -GIS )を一定に保つと､変形に伴って､静水圧応力(p= (ql +2

q3 )/3 )が低下し､破壊集件に到達するという応力経持で破壊する｡この点が､金属

などの一般的な材料での試験とは異なり注意が必要である｡

(2) -1-2 一次元庄密試験などでの時間依存型現象
破壊を目的としないで粉休層の体積を減少きせる圧密試験として金型内での圧密や等

方庄密などが行なわれている｡これらの圧密試験でのレオロジー挙動としてクリーブ庄

年



Fig･4 三軸圧縮クリープ試験での破壊するまでの静水庄応力と偏差応力の変化[75]
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密,クリープ回復,応力緩和などの諸現象が､いくつか研究きれている｡

土質力学の分野では､クリ-7.庄密現象について､間隙水圧に着目したTerzaghi [25

]の一次元庄密理論があるが､間隙水圧が一定値に達した以後も､土の沈下が続く現象

を二次庄密と定義して､ Taylor[26]やBjerrum [27]らが､二次庄密における､庄密応力

一間隙比一時間関係を整理している｡

また､粉体工学や薬学の分野でも､クリープ庄密試験[28]や庄密した粉体層を金型か

ら取り出した後の､クリープ回復現象[29]や応力緩和現象[30]についても､種々の研究

があるが､現象の非線形性を､レオロジーモデルなどを用いての記述などが主目的であ

り､各現象間の比較など､体系的な研究tま,少ないようである｡ただ､注目すべき点と

して､金型内での粉体層の圧密においては,パスカル庄のように金型内には･一様には伝

わらず､一部にしか伝わらない｡そのため,ピストンに加わる圧力だけでなく､底庄や

側圧の測定が重要であることが､指摘きれている[31,32]
｡特に､側圧について8ま､圧

密,除荷後､垂直圧が0になっても､側圧は､ 0にならず残留応力として残る現象の存

在が確認きれており[31,33コ､この残留応力が原因と考えられる圧縮成形体の金型から

取り出し時のクラック発生による強度低下現象くキヤッピング現象)に関する研究も行

なわれている[34】｡

同様な点について土質力学では､二次庄密が開始した土の強度や､応力一変位関係の

変化をAging効果と定義して部分的でiまあるが,研究が始まっている[35 -

37]
｡粉体

工学においても､ Jenike[1
-

3コが､この効果に着目しており､長時間の圧密により拡

大する破壊崩路線(T. Y. L. )の存在を定義している｡最近でもま､粒子界面の化学

的変化を伴う系での強度増加現象が取り組まれている[38コ｡

また応力緩和現象についてもま､金型内での一次元庄密だけでなく三軸圧縮試験におい

ても､破断条件に達しない応力範囲で行なわれている｡村山､柴田[39]は三軸圧縮試験

での応力緩和過程で､主応力差qがlog tに比例して現象することを求めた｡同様の関

係は､金型内での軸応力と緩和時間log t の関係でも得られている｡そこで､応力緩

和の程度を示すパラメータβ (el) , (=dq /d log t)を与え､三軸試験では,軸歪

eによるβ (e-)の変化からクリープ破断現象との関連を考察した研究などが行なわれ

ている｡ [40
-

42コ また､飽和土の三軸試験での応力緩和過程では､間隙水圧が､時間

とともに一定になる現象が確認されており興味深い｡ [39]

(2) -1-3 動的特性

動的特性として､特に注目すべき点は､破壊強度の盃速度依存性[21,43,44]にある｡

土質力学では､歪速度を10~4-10ヰ%/minで変化きせると､特に湿潤した粘性土では､

速度の早い領域で強度が大きくなる現象を枕察している｡乾燥粉体居でも､速度依存性

を､実験的に検討しているが､速度範囲が狭く､顕著な速度依存性は､確認していない

ようである｡ [45]

また､土や粉体層の著しい応力一変位関係の非線形性を評価するため､動的振動波に

よる応答解析から､土の粘塑弾性を考察する研究も多数行なわれている[46]｡同様な応

答解析は､準静的繰り返し試験でのヒステl)シスループの解析からも行なわれている[4

7]｡どの場合でも､負荷応力が大きく､歪が大きい場合ほど粘弾性係数が､低下する傾
向を示している｡土質力学の場合､地震との関連で応答解析もま意味を持ち､充填状態の

影響などを評価した研究[48]もあるが､測定結果を示すのに停まっているようである｡

ら



その他､動的特性としては､繰り返し負荷による間隙水圧の上昇によって引き起こき

れる土の液状化の研究[49コや､動的繰り返しせん断に伴う体積減少(沈下､締め固め特

性) [50]に関する研究が､土質力学の分野では行なわれている｡また､粉体層力学でも､

Stick-sl ip現象[51]や動的振動波を重畳した場合のせん断強度や変形挙動の変化を観察

し.た研究[52]など､種々の現象に着目した研究が行なわれており､今後メカニズムの解

明や粉体操作への応用の開発が期待きれる｡

(2) -2 モデル論的アプローチ

前述したように､土,粉体層の時間依存型現象は､著しい非線形性を示すために､種

々の関数の凍み合わせや,レオロジーモデルにより各々の現象の記述が試みられている｡

しかし､多くの研究がクリープ,応力緩和など一つの現象に限定して､しかも応力範囲

などの条件も狭い範囲でしか成立しないものが多いようである｡さらに､レオロジーモ

デル自身が､ばね要素やダッシュポット要素の組み合わせ方に過度の任意性があり､モ

デルを組み立てる際に土の変形機構を必ずしも反映きせていない恐れがある点に問題が

ある【53]｡

これらの点を克服することを目的としたアプローチとして次の二点がある｡

(1)微視的な粒子挙動に関してモデルを立てるか､また∈まモデル的な実験を行なうこ

とによって巨視的なレオロジー挙動を記述する試み

(2)種々の時間依存型現象を考慮して､縫合的な現象把据を行ない､可能な限り幅広

く現象を記述できる連続体モデルを提出する試み

まず､ (1)について述べる｡

(2) -2-1 微視的挙動を考慮に入れたモデル

微視的挙動を考慮に入れた研究の代表例として､ Eyring[54]のレートプロセス理論を

適用した研究があげられる｡ Eyringは､量子力学,統計力学の手法を用いて､化学反応

速度を反応分子の配列,大きき,原子間の力などの基本的性質だけから計算する''絶対

反応速度論''の手法を､ 〃物質の再配列の関与する全ての過程け =''速度過程(rate p

rocess) ''に適用することを提唱した｡

粘性流動についてもFig.5に涜動単位(flow unit ;原子,分子,粒子あるいは､そ

の凝集休など涜動の基本単位をなすもの)が､一つの平衡位置から､他の平衡位置へ移
動するに8ま､活性化エネルギー障壁(△E)以上のエネルギーをflow unitが持たねば

ならないと考えた｡

flow unitの持つエネルギーの分布がMaxwell-Boltzman分布に従うとして単位時間当

たり(△E)を乗り越えるflow unitの数(速度;rate) (ソ)は次式で与えられる｡

U = kT/h
･

exp (-AE/kT) (5)

そして外力(f)が作用した場合(△E)は( f入/2)だけ変化し､その結果､左か

ら右への flow unitの移動速度(レ)は､

G - a-ち-
2筈exp

(-△E/kT) sinh (f入/2kT) (6)

●

で示きれる｡そして土の変形速度(e)は､パラメータ(Ⅹ)を用いて次式で与えられ
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る｡

●

E
=
ⅩU

= Ⅹ (ヨ-も)
(7)

この理論の土への適用は､特にクリープ変形挙動に着目し､ (1)粒子の挙動に何の仮

定も設けず粒子接点付近の原子,分子レベルの機構変化を代表するものとして適用する

場合(2)ミクロな粒子間挙動にモデル的構造を仮定する場合,の二種頬のアプロー

チに分けられるようである｡最初に(1)のアプローチについて述べる｡

Miche]1 and Singh[55,56] tま､マクロな測定値(強度,主等)と層構造,吸着水構

造,付着力,摩擦力などの基本的な因子との関係が未知であるという立場から flow un

it にモデルを仮定せず､ △Eはflow unit 由緒合力をtotalに代表レたものと考

えた｡彼らは土の活性化エネルギー(△E)を求めるため､以下のようなアプローチを

行なった｡

Eqs.く6,7)を変形し､塩度で偏微分すると次式が得られる｡

alog (a/T) / a(i/T)
= -

E/R (8)

ここ

したがって､クリープ試験途上で温度を変えれば(e)の変化から活性化エネルギー

が求まると考えた｡ Fig.7に示すように､実際､温度を変えることで(去)が変化する

ことを確認した｡そこで種々の土で変化きせる温度幅を変えて同様な実験を行ないFig.
●

8に示すように1/T
-

log(E/T)の関係は直線関係を示しEq.(8)よりEが求められた｡

同様なアプローチで､ Andersland[57コ,松井､伊藤[58,59コ らが､サスベンジョン状態

も含む広い濃度範囲で､また粒子表面に Li,Na,Kイオンなどを吸着させdEを求めて

いる｡

ただ､この方法では､温度変化に伴って試料.体積や間隙水圧の変化が発生し複雑な現

象となっている点､およびFig.1のカーブ2)の応力範囲でしか適用できない点などに

問題を含んでいる｡

一方､く2)の粒子挙動にモデル的桂造を仮定した場合の研究として､村山､柴田[16]

,
chris七ensen Uu[60] , Ter-Stepanian [61]らの研究がある｡村山らもま､ Fig･9に

示すような粘土骨格構造を考え､粒子の結合部は弾性ジョイント(a)と粘弾性ジョイン

ト くb;滑動降伏値を持つ)の二種類あると考えた｡ (a)は接触角が変わるのみ､ (b)で

は吸着水を保ちながら接触点が滑動をおこし､この挙動はFig.10で示したレオロジー

モデルで表現きれた｡そして粘性抵抗の算定にレートプロセス理論が適用きれた｡

また､ Ter-Stepanian [61]もま､土構造の変化と併せて粒子結合点での寿命が層構造の

変化と応力履歴により変化すると考え層構造が規則的になる場合には､ Eq.く9)､層構造

が不規則になる場合にはEq.(10)で結合点での寿命(L)の履歴による変化が示される

と考えた｡

LT -k3t

L"
=k3to2/t

彼のモデルでは､歪速度は次式で示されることから

8



～.♂

J.♂

□=Ei

J.4

●■

e
■■

ど/.2
～
qL

l

.I:
/･O

I)
ヽ.
●■

t4

o.a
i:コ

tl
--

=
▼

α古

0.4

u

TeJ7,P

一dJuSt

′Q/yre

eJ7rPe

Tz--9

Oz--0

a.5'F'

/EIPZ
rlQd ･50kg

⊇

匹
E]

Tl--6 84'F-

/亡J77Z

Cz

t

u
C

EZ;

slQhloIIeOuS'relnPerQlure

0,--050k9 加叩eqICoJ7SIQnr(Deriolor

hd.Er(e亡/iyeSrress

∫ NQ′巾Q//YCcJ7SO/ida/ed.
UJ7dJSlurbedSuFrqnEISEOBQIAIud
--A/L
f●

HIqlerCDnlen('T/'/.

0 200 400 600 800 /000 /2α〉 〝00 /600 /eOO 2M

TJlme - NjDylES

Fig.7 三軸圧縮クリープ試験途上で治産を変化きせた場合のクリープ歪の変化[53]

50x IO･6

lox /0-6

/o I /o-6

5x/0<

■■■

■

ok

lt=

●ー

∈

.T(

'■ ト■

c-

㌔ I
H

JE

a

lo'

H

u

∫

也土;′5.85,/0,
∂ナ

E]

Ab

E--I.98xl5.85xIO,

le

c.i
'3l.400cQlories/mo
H

3.2x/0-)3.3/0-33.4x/0-3

Fjg･8 温度変化によるクリープ歪速度の変化[53]

9



Fig.9 村山,柴田による粒子構造

モデル[16]

モ.r

Fig.10 粒子構造モデルから巨視的挙動を

記述したレオロジーモデル[16]

(b)

Fig.11弾塑性論における基本曲面の一例[61コ

(a)降伏曲面(y事)

(b)塑性ポテンシャル曲面(g)

･

--I-:I-I-I-
1=

Fig.12(a) 材料強度の時間依存性を表わしたMalvernのモデル[68】

(b) Per2ynaの超過応力理論より導いた動的負荷曲面[69コ
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亘-a(T-Tp) /L; (ll)

クリープ歪曲綻ば､ L'支配の場合､対数曲線で減少､ L''支配の場合､二次曲線で増

加すると考えた｡そして､このモデルからカーブ の全過程の記述を試みた｡

ただ､これらのモデルtま､レートプロセス理論の連用というより,ミクロな粒子構造

やクリ⊥プ機構のモデル化を中心に議論している｡このモデルが実際の土粒子の機構を

反映できているか∈ま未知である｡

レートプロセス理論を用いた研究以外には､粉体層の微視的挙動を考慮して時間依存

型現象の解明を試みた研究は少ない｡梅屋ら[62]が､ポリスチレン粒子の粉体層での応

力緩和現象を考察するため､射出成形によって製作したポリスチレン球の応力緩和特性

との比較を行ない､粒子自身の緩和が支配的な圧密集件と､粒子の再配列による緩和が

支配的な条件を求めている研究などがあるが､静的な圧密,あるいは破壊現象について

行なわれているような粒状休としての取り扱いなど微視的挙動に着目した研究手法を用

いて､今後､時間依存型現象について解明していくことが必要であり､そのためにも巨

視的な挙動の整理を急がねばならない｡ ｡

そこで次に､粉体層､土を連続体として扱っ患アプローチの中で､ひとつの現象の記

述に留まらず､種々の現象間の考察が可能であり､かつ複雑な時間依存性を体系化して

いく上で重要であると思われるアプローチについて報告する｡こうしたアプローチは､

多くが連続体力学における､弾塑性理論[63,64]を応用している｡

弾塑性理論では､一般に応力空間内に次の4つの基本曲面の存荏を仮定する｡説明に

用いる囲(Fig.ll)は簡単のため二次元で記述した｡

1)降伏曲面---Fig.ll(a)に示した応力空間において､原点を含む弾性域とその外側

の塑性域を区分する閉曲面｡

2)負荷曲面--一塑性降伏後､継続して塑性変形が生じるのに必要な応力状態を規定す

る曲面｡

3)塑性ポテンシャル曲面--一塑性歪増分ベクトルの方向を規定する閉曲面で､この間

曲面の外向き法線方向が､塑性歪増分ベクトルとなる｡ ( Fig.ll(b) )

4)破壊曲面--一弾塑性体の破壊条件を規定する曲面｡

土､粉体層の三軸圧縮試験や繰り返し負荷試験での構成関係く応力一変位関係)は､

これらの基本曲面に種々の関数を与えて記述が試みられている｡例えば､繰り返し負荷

における塑性変形の進行に伴う歪硬化などを記述するため､負荷関数を繰り返し負荷に

伴って移動､拡大する関数とした､移動,拡大硬化則を適用した研究などがある[65]｡

さて､塑性論における構成関係は負荷関数(y)と塑性ポテンシャル関数(g)によ

り､歪増分ベクトル(とij)が､次式で与えられる｡

主ijP-入∂･g/a･oij･ (12)

ここで､ ag/aoijlもま塑性ポテンシャル歯数の法線方向を示し,入は､塑性変形過程
にある応力点は常に負荷関数上にあるという仮定より､負荷関数(y)の関数として与

え･られる｡単調負荷における応力一変位関係は､この負荷関数(y)と塑性ポテンシャ

ル関数(g-)由相互関係や形状に種々の仮定を設けている[66]｡一方,繰り返し負荷以

外の時間依存型現象の構成関係､すなわち応力一変位一時間関係の記述を塑性論の応用

から試みた研究は単調負荷などと比べるとあまり多くない｡その場合の基本的考え方は､

JI



Eq.(ll)中の負荷関数(y)
､塑性ポテンシャル関数(g)に､時間依存性を与えた准

塑弾性理論を適用したものが多いようである｡

このアプローチの代表的なものが材料強度の歪速度依存性を超過応力の概念により記

述したPerzynaの粘塑弾性論[67 -

69]を用いた一連の研究がある｡ Perzynaは､一次

元引っ張りでの材料強度の歪速度依存性を､ Fig.12(a)に示したレオロジーモデルによ

り記述したMalverm [70]らの研究を三次元に拡張し､ Fig.12(b)に示した静的負荷開戦

ysに対し動的負荷関数ydを定義した｡そして､ Eq.く12)で定義した超過応力Fによ

って､歪増分ベクトルを与えたEq.(1lー)中の入をγ◎(ド)で表わし､構成関係を求める
基本式としてEq.(13)を与えている｡ここで､この式は､負荷関数と塑性ポテンシャル

関数が一致する(g=y)と仮定した関連涜れ則を適用している｡

∈ijP= a"F) afd/aoij･
(13)

このモデルを土に適用した研究とILてAdachi ､ Okano [71], Akai､ Oka [72],Zienkie

wics[73]らの研究がある｡ Adachiらは､静的負荷関数としてRoscoe[66]の消散エネルギ

ー論によるCam-clayモデルを利用し､歪速度を変えた三軸圧縮試験により動的負荷関数
が､ Fig.13で示したようなysの相似変換により記述できるとし､これらの仮定､結果

をEq.(13)に代人して最終的に動的負荷における構成式としてEq.(14)を得ている｡

主ij -

a¢(F'[Sij''MJ33;'･ {l
-

J7f2'MP}s鞍】py''p's.こijE(14,

Adachiらは､変形速度が低下していくクリープ変形過程を記述したSingh,Mitchell[17]

や､ Murayamaら[40]の式についても､超過応力の概念を拡張し､申(F)を書きかえるこ

とにより導出できると考えているが､動的負荷による強度増加,負荷曲面の変化､拡大

と､静的なクリープ変形挙動は､機構が異なることも予測きれ､同じ概念で評価できる

のか検討が今後必要であると思われる｡

Perzynaの超過応力理論を用いた研究と全く異なったアプローチとして､ Sekigu(h.I[7

4,75コは､一次元圧縮試験で待られる土の二次圧縮や､ダイレイタンシー挙動の時間依

存性を整理して､体積歪を基準として時間項をいれた塑性ポテンシャル関数くG)をEq

.(15)で与えている｡また構成関係を与える､
Eq.(12)の入についても､塑性変形の継

●

続条件より, t=vpを仮定し､ Gの関数として最終的にEq.(16)を得ている｡

G=αln [l+ (Ⅴ○- t/α) exp (f/α)】 -Vp
(15)

とijP = (aF/aomn. ･

omn +ふo exp((f-vP)/α†(aF/aoij)/(aF/aP)
(16)

時間項が入った一次元圧密における構成関係から求めたこの基本式は､非排水三軸圧縮

試験でのクリープ破断にいたるまでの変形過程や歪速度効果､応力緩和挙動の定性的特

徴をよく表現している点は注目きれる.ただ､非排水三軸圧縮クリープ･応力緩和試験

の場合､間隙水圧の影響が大きく､また応力状態も複雑に変化することから粉体膚に連

用する場合には検討が必要である.きらに､これらの潮究もま､変形挙動ににのみ着目し

ており､破壊曲面など他の基本曲面や､力学挙動との開削まあまり検討きれていない｡

またこれは弾塑性論を粉体層に連用する上での問題点であるが､厳密な意味での弾性域
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はほとんど存在せず､かなり小きな応力でも塑性変形は存在している｡したがって､材

料力学で用いられている弾塑性論を､様々な時間依存型現象に適用すること自体に検討

が必要であるように思われる｡この点は､本論文の4,5章で検討を行なう｡なお､ Seki

guchiのような構成関係を表わす基本変数に時間依存性を入れた研究として他にMatui ､

Abe [76]らの非関連流れ則(y≠g)を連用して負荷関数と塑性ポテンシャル関数を別

個に求めたものや､土の其方性を加味したモデル[77]などもある｡

< 使用記号 >

D=負荷応力

F=超過応力関数

f=ダイレイタンシーと二次庄密に関する時間依存性を記述した関数

g=塑性ポテンシャル関数
也 =Planck定数

k=8oltzmann定数

p=静水庄応力

q=偏差応力

R=気体定数

T=絶対温度

t=クリーブ時間

tf =クリープ破断寿命

Ⅴ=体積歪

y=負荷関数

β くel) =応力緩和パラメータ

△E=活性化エネルギー障壁

8;j =クロネッカーのデルタ
去=クリープ歪速度

eJt)･ =歪テンソル

ソ=単位時間当たりに△Eをこえるf]ow unit数, rate

qi =主応力

qij'=有効応力テンソル
Ts =せん断強度

[

[

[

[

[

Pa]
- コ

ー]
- ]

Js]

[J/Kコ

[Pa]

[Pa]

[ J /(K･mol)]

[K

[s

[s

[ -

[ -

【
-

[J

[ -

[ -

[
-

[
-

[ P

[ P

P

a]

aコ

a]
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第1章 粉体層の ク リ -フ○,
疲労破断現象の統言十的角牢析[1-3]

乾燥した微粉体層にも疲労破断現象が存在することを確認したことから[4]
､クリー

プ破断現象も存在することが､土質力学における結果からも当然予測される｡材料力学

の分野ではこれらの時間依存型破断現象は､負荷応力と破断するまでの負荷回数または

負荷時間,すなわち寿命の関係で整理を行なうが､土質の場合を含め､粉体層の疲労破

断試験での応力ー寿命関係は､ 103秒程度の比較的狭い負荷範囲で定性的傾向が求めら

れているにすぎない｡

そこで本章では､定量的考察をこれらの現象に対して行なうため､応力負荷回数およ

び負荷時間を拡大して疲労およびクリープ試験を行ない材料力学の分野で用いられてい

る統計的手法により応力ー寿命関係の解析を行なう｡また､既報[4]で乙ま準静的な繰り

返し負荷により疲労試験を行なったが､ここでは振動を用いた動的繰り返し負荷試験を

採用し､負荷回数を拡大すると共に､動的特性を含め考察を行なっている｡

まず､実験方法について報告する｡

1-1 実 験

実験は､振動を用いた二種類の動的繰り返し引っ張り試験およびクリープ引っ弓長り試

験をおこなった｡まず､動的疲労試験について述べる｡

1-1-1 動的疲労試験

動的繰り返し負荷試験としては､高周波振動加速度により粉体層に繰り返し引っ張り

力を負荷する実験､および振動振幅を用いた低周波数での繰り返し試験の2種類を行な

った｡前者は破断するまでに多くの負荷回数を要する場合､後者は､比較的少ない負荷
回数で破断の起こる場合の現象を解明することを主目的とした｡

1-1-1, 1 振動加速度による繰り返し負荷試験 く実験1)

この実験は､ Fig.1-1(a)に装置､セルの概略を示したように､粉体層を一部露出き

せて成形したセルを､振動台上に取りつけ､振動加速度により繰り返し引っ張り応力を

負荷し､セル上面七破断させる実験である｡

セル1は､内径25.2mm､外径30mm､深さ 32mmで材質はステンレスである｡この

セルを取りつけた振動台は,電磁式振動台(ノード社製, VT-10型)で､振動周波

数は､ 5- 50000Hzまで連続的に変えることができる｡

粉体層の成形は､ Figs.1-1(b),(c)に示すように,測定セル(1)に二分割式の粉体層

成形用の枠(2)を取りつけ､ (3)の円筒で固定する｡これに試料を1000〟mフルイを通

して充填し､ (4)のピストンに分銅をのせて庄密した｡この際､庄密後の試料高きが成

形用の枠(2)の上面より1mm程度上になるよう試料の充填量を調節した｡ 10分間の予圧

密後､分銅､ピストン(4)
､および固定用円筒(3)を取り外し､枠(2)の上面で粉体層

をすりきった｡そして最後に､枠(2)をはずし成形を完了した｡

実験方法は､ Fig.1-1(d)に実験開始時の応力波形を示したように､振動を開始し､設
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化の概略
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定振動加速度に達した時を負荷開始時刻とし､粉体層がセル下面で破断して露出層が円

柱状のまま受け皿(6)に落下するまでの時間､および受け皿(6)中の落下した粉体層の

質量を測定した｡振動加速度は､セル上面に加速度ピックアップ(EMIC社製,54卜AT,

圧電型)を垂直に取りつけ測定した｡

また実験可変条件は､予圧密応力および振動周波数で前者は11.4-41.3kPaの範囲で

変えた｡この実験では､予圧密応力が小きいとセル内から粉体層が抜け落ちるため､予

庄密応力範囲には制限がある｡振動周波数については､セルの構造や振動台の装置特性

によって生じる水平方向の振動加速度を､セル側面上部に加速度ピックアップを取りつ

けて測定し､垂直方向に対する水平方向の加速度の比が5Ⅹ未満であった 70,100,300H

zを実験条件として選んだ｡なお､ Fig.1-I(c)示したように､設定振動加速度に達する

までに要する時間は､ 2
,3秒で､助走区間の長きが常にほぼ一定となるよう調節した｡

また実験データは､破断面がセル上端にほぼ一致しなだらかなもののみ採用した｡

この方法は高周波数振動で行なうので､少ない負荷回数で破断する場合には極めて短

時間で破断するため､破断に要する時間測定が不正確となる｡そこで､低周波数の振動

による繰り返し負荷試験が必要であるが､この方法では用いた振動台の振動振幅が小さ

いため､低周波数では十分な加速度が得られない｡そこで､低周波教練り返し負荷試験

装置を用い実験を行なった｡

1-1-1, 2 振動振幅による繰り返し負荷試験 (実験2)

粉体層に振動振幅を用いて動的繰り返し引っ張り応力を負荷する装置の概略をFig.1-

2(a)に示す｡この装置は､吊り下げ式付着力測定装置く細川粉体工学研究所製;コヒテ

スター)の可動セル側に振動台を接続したもので､振動振幅により粉体層に引っ張り応

力を繰り返し負荷することができる｡

粉体試料を充填するセルは､内径50mm深さ 20mmの二分劉式セルで､負荷応力はス

トレインゲージにより測定し､変位量は差動トランスによって測定した｡粉体層の成形

は､可動セル部をクランプで固定し,セルに成形用枠を取りつけ､ 1000〟m フルイを通

過きせて充填し､ 10分間予庄密後､セル上面で粉体層をスリ切って行なった｡

実験は､ Fig.1-2(b)に負荷応力の経時変化の概略を示したように､可動セルと振動台

をつなぐワイヤーに張力を与えてからクランプを外して振動を開始し､徐々に振動振幅

を増加させ､層に加わる引っ張り応力の最大値が設定した値o,s ■に達した時を負荷1回

目とし､破断するまでの負荷回数を求めた｡また､張力を加えてクランプをはずす時ちこ

微小な応力変動を観測したが､ qs に比べかなり小きい変動であることを確認している｡

実験条件として､振動周波数は, 5,20日zの二種類を選んだ｡負荷応力は､最大値αs

とαs の5-20Ⅹの最小値の間で正弦的に変動させ､常に引っ張り応力が作用している

系で実験を行なった｡この点が実験(1)と異なっている｡なお､あらかじめ予備実験

を行なって得た平均の静的引っ張り強度古z より負荷応力が小さな値となるよう調節し

ている｡また､負荷開始から設定応力に達するまでの徐走区間は､ 10秒程度でほぼ一定

となるよう調節した｡粉体層の変形に伴い生ずる負荷応力の低下は> 5Ⅹ以内になるよう

振動振幅を調節した｡

次にクリープ試験について述べる｡

1-1-2 クt)-プ引っ張り試験 (実験3)
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実験装置8ま､ Fi~g.1-3(a)に示したように実験(2)で用いた装置の可動セルとセルを

引っ張るプーリーの間に弾性係数の小きなバネを入れたもので､定応力負荷速度での応

力負荷およびクリープ試験が可能である｡粉体試料の充填､圧密､成形操作は､実験

(2)と同様にして行なった｡成形操作終了後､可動セルを固定していたクランプをは

ずし､ Fig.113(b)に示したように､プーリーを回転させ粉庵層に応力を負荷し､設定引

っ張り応力qs に達した所でプーリーを止め引っ張りクリープを行なった｡そして､設

定応力に達してから破断までの時間,寿命値tb を求めた｡実験集件として､予庄密応

力は､ 6.6kPaに固定して行なった｡

実験(1-3)に共通する実験条件として､疲労､クリープ試験は､ 104秒までを目

安に行ない､破断しないものは負荷応力を増加きせて強度測定などを行なった｡温度､

湿度の集件は､ 20oC±3oC , 50芳±5Ⅹの範囲でほぼ一定となるよう調節した｡実験に用

いた試料は､ Table 1-1に一括して示した｡

Sample

Kanto loam

(J工S ll)

fused alum土na

(W.A. ‡8000)

lactose

limestone

limestone

(NS 100)

dp [um] ppx10-3 [kg/m3]

2.0

1.3

46.9

27.0

4.6

Tab一e 1-1試料

3.0

3.9

1.53

2.7

2.7

では､まず疲労試験結果から報告する｡

1-2 疲労,クリープ破断試験による負荷応力ー寿命関係

材料力学で行なわれているように､疲労破断現象を､負荷応力と負荷開始から破断す

るまでの負荷国数, (以下寿命と呼ぶ)の関係､すなわちS-N関係で整理してみる｡結

果の整理において､層に加えた応力の最大値としては､実験(1,
2)とも最大値を選

んだ｡したがって実験(1)では､負荷応力gs は,次式で与えられる｡

os
I

mf(g +
αoW2)/A (i-i)

ここで､
mfは破断落下した粉体層の実測した質量､ aoは振動振幅､ uは角振動数､

Aiま破断面の断面積である｡また､寿命Nbは負荷開始から破断するまでの負荷回数で

与えた｡

求めたS-N関係の一例をFig･l-4示す｡この図はデータ数が多く広い実験条件範囲

で行なった関東ローム粉(JIS Il種)の結果であろ.ここでは事前に吊り下らヂ式付着力

測定装置を用いて得られた各空隙率における平均の静的引っ張り強度古zが､ N=1で

の値として与えられている｡この囲から明らかなように,空隙率が小きく静的強度が大

きい場合程､疲労強度は大きくなっている｡また実験条件の中で､実験(1,
2)のセ
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ル､装置形式の速いおよび振動周波数の影響は現在のところ顕著にみられない｡ここで

は示きなかったが､他の試料でもこれらの実験条件の影響は顕著に認められなかった｡

したがって､本章ではこれらの実験条件については特に考慮しないで解析を行なった｡

さて､この結果から静的強度の逢いを除いて整理を行なうために､平均の静的引っ張

り強度古z で負荷応力の無次元化を行ない､その結果をFig.i-5に示した｡この図は､

本研究で行なったすべての実験結果をまとめて示したものである｡設定した負荷回数ま

で応力を繰り返し負荷しても破断が起きなかったデータを -○一 印でしめした｡

粉体層のS-N関係は､応力比をとって静的強度の速いを除くとほぼまとまる｡ここで

寿命値に着目すると､破断が起きたもので最も長寿命のデータもま⊥ 3×104回であり､

それ以上の負荷回数で8ま破断点が存在せず興味深い｡また､応力比を 0.7以下に設定し

た場合には､本試験で行なった負荷回数範囲104回以内では粉体層は破断していない｡

これは､疲労破断を起こす応力の下限値(耐久限)の存在を示唆していると考えられる｡

一方､応力比が1.0 よりおおきな値をとる場合でも疲労破断が起きている｡これは､塗

静的繰り返し試験結果でiま表われておらず動的試験特性として注目きれる｡この検討は

3章で行なう｡

同様の結果は､クリープ破断試験においても得られる｡ Fig.1-6,7は､クリープ引っ

張り応力qs と､負荷応力がqs に達してから破断するまでの時間(クリープ寿命)七b

の関係を示してある｡縦軸の負荷応力はFig.1-5同様に事前に求めた平均の静的引っ張

り強度o･z で無次元化してある｡また､クリープ引っ張り負荷しても破断しなかったデ

ータを黒ぬりのKeyで示してある｡

この図で各試料のクリープ破断点が存在する下限応力値の比較を行なう｡ Fig.1-6の

3種類の試料は､ある程度の応力範囲でクリーブ破断現象が観察きれるが､関東ローム

粉､溶融アルミナ粉でtまq-z の90富程度､ラクトース粉では80荒程度で､本試験範囲で

ある104抄以内で破断しない応力の下限値(クリープ耐久限)が存在しているようであ

る｡一方Fig.1-7の石灰石粉では､古zよりわずかに負荷応力を下げただけで104秒以

内にクリープ破断が起きないデータが存在し､クリープ破断現象自体があまり観察され

ない｡以上の結果からクリープ破断の起こる応力の限界値により粉体試料が分類できる

ことが期待きれる｡また､クリープと動的疲労破断ではこの耐久限を示す応力比に差が

存在する｡この点について乙ま､次節および3章で検討を加える｡

きて､疲労,およびクリープ破断現象が､ある程度の応力範囲で存在したFig.1-5,6

について､現象をきらに考察するには､データのばらつきが大きいため､次節で統計的

手法を用いた解析により詳細な検討を行なう｡解析方法の説明は, Fig.I-5の疲労破断

のデータを例にとって述べる｡

1-3 疲労,クリープ破断現象の統計的解析

Fig.1-5,6のデータのばらつきは､ある応力比に対する寿命値が分布を持っているこ

とを示している｡そこで､統計的解析をこの寿命分布に対して行ない､この現象の定量

的考察を試みた｡

1-3-1 統計的解析方法

13
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解析方法乙ま､ 〃統計的疲労試験法(白本機械学会基準) ''[5]に準拠して次のように

行なった｡

まず､最初に､負荷応力比をデータ数■に応じて2 -7個の範囲に分け､各応力比範囲
内での寿命値に､順序統計量として整理するために､寿命の小きい方から並べ順位番号

をつけた｡各々の順位番号に対して母集団の分布形状が未知であるので､メジアンラン

ク[6]を用いて各寿命値に達しないで破断する粉体層の割合､すなわち破断確率を与え

た｡この際､非破断点を含む応力範囲では､非破断点も含め解析を行なった｡

この方法で得られた寿命分布は､次式で与えられる二母数Weibull分布によって最も

よく表現きれた｡このWeibull分布は, 2つの母数(mr , Np)をパラメータにし

て累積分布関数P(N)が次式で示きれる｡

p(Nb) = i -

exp (- (N/Np)mr) (i-2)

また､頻度分布関数p(N)が次式で示きれる｡

p(Nb)
- (i//Np)mr mr Nmr-i exp (- (N/Np)mr) (i-3)

Eqs.(1-2,3)で､特性寿命Npは､ 63.2Ⅹでの寿命値である｡また､形状母数mrは,

寿命のばらつきを表わす指標となり､ Weibull確率紙上で傾きを表わす｡同様にクt)-

プ破断試験による寿命分布も次式で表わされる｡

p(tb) ≡ 1 -

expト(t/tp)mC)

p(tb)
- (1/tp)mC mc tmC-1 exp (- (t/tp)mc)

1-3-2 統計的解析結果

Weibull分布を用いた疲労破断寿命分布の統計的解析結果を示す｡ Fig.1-8は､その

一例で､データ数の最も多い関東ローム粉(JIS.11種) ､空隙率0.74の結果である｡
分布を求めた応力範囲を国中に示してある｡この図で実線は､寿命値とメジアンランク

から求めた破断確率のデータから最小二乗法によって求めたものである｡そして､破線

モま寿命値の､一点鎖線ミま破断確率の90Ⅹ信頼区間を示したものである｡きらに､溶融ア

ルミナ粉の結果の一例をFig.1-9に示す｡この囲では､異なる負荷応力範囲で分布を求

めた結果を示してある｡負荷応力を変えると特性寿命Npは大きく変化し､形状母数皿

r 毛)多少変化する｡

次に､クリープ破断寿命分布の統計的解析結果をFig.ト10に示す｡疲労破断試験結果

と同様にほぼ直線関係が得られている｡以上の結果から疲労､およびクリープ破断寿命

分布がEqs. (1- 2-5 )中の母数で表現できることが示きれた｡そこで次に､各母数値

に着目して検討を行なう｡

まず､疲労破断試験により得られた特性寿命Npと形状母数mrの最小二乗法による

推定値､および90芳信頼区間を求めた応力範囲内での全測定点の応力比データの平均値

に対して示したのが､ Figs.I-1l,12である｡この図で明らかなように特性寿命Np tま応

力比の増加に伴い減少する傾向を持つが､データ数の多い関東ローム粉の£=0･72,0･74

結果をみると､ Npの減少傾向は､国中の傾きの異なる二本の実線で示したように応力

範囲により異なる｡この傾向の変化は､ 90Ⅹ信頼区間でも現われており､統計的解析で

j`
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用いたデータ数が､ Npの定性的変化を評価するうえで不足していないことを示してい

る｡また､その他の測定点の少ない実験条件では､減少傾向が変化する応力比の前後1 ,

2点しか推定値がえられていないと考えられるが､推定値は国中の実線よりはずれた位

置に存在しており､試料,実験条件によりS-N関係の位置､形状には速いがあること

が､ここでも示きれている｡一方､形状母数mrの結果を示したFig.卜12は､ mrがほ

ぼ一定であることを示している｡

次にクリープ破断試験より得られた母数推定値mc , tpについてFigs.1-13,14に示

す｡特性寿命の結果を示したFig.1113をみると負荷応力比を下げていくと､急激にtp

が増加しており､破断現象が存在する応力範囲が狭いものの動的試験と同様の傾向を示

している｡また形状母数の結果を示したFig.1-14では､動的疲労の場合とは異なり試料

間での違いが表われ､溶融アルミナ粉の方が関東ローム粉に比べmcの値が大きく分布

が鋭いことを示している｡しかし､事前に測定した､静的強度のばらつきは､変動係数

で溶融アルミナ粉4.7Ⅹ､関東ローム粉2.7諾で寿命分布と逆の傾向を示している｡したが

って､寿命分布は､静的強度の分布からだけでは推定できない特性値として期待される｡

きて､疲労破断現象の統計的解析結果から特に注目する点は､特性寿命Npの減少傾

向が傾きの異なる二本の直線で示きれた点にある｡これは､疲労破断現象が応力比によ

って二つの領域に分けられることを示唆していると考えられる｡このことに特に考慮し~

ながら､次に考察を行なう｡

1-4 考 察

Fig.ト11において応力比を下げていくと､ある応力比から特性寿命Npが急増する現

象は応力比の低下に伴う破断寿命の増加に加えて､本研究での負荷回数､負荷時間範歯

では､破断しない非破断データが増大することにも起因している｡そこで､この非破断

現象と､特性寿命の変化との関係をもう少し整理しでみる｡非破断現象を検討するため

に､まず､本試験範囲内での破断確率を関東ローム粉を例にとってFig.1-15に求めた｡

疲労試験では3×104回､クリープ試験では104抄以上の範囲では破断点が観察きれな

かったことから､とりあえずこの負荷回数､負荷時間までの破断確率を本試験範囲内で

の破断確率Pとした｡破断確率はFig.l15,6,7の応力比一寿命関係において､応力比を

それぞれの範囲に同じデータ数が入るように分け､各応力範囲内の非破断点を含む全デ

ータ数に対する破断データの比として与えた｡

この結果と､ Figs.卜11,13で得られた特性寿命の変化傾向を比較すると､破断確率P†

がほぼ1に近ずく応力比と疲労破断での特性寿命Npの変化傾向が変わる応力比が､と

もに0.9程度でほぼ一致している｡同様にクリープ破断試験でもP*=1となる応力比で

tpが急増している｡したがって､疲労破断試験でNpの減少傾向の変化点以下の応力

範囲は､有限回数の負荷では必ず非破断点を含む疲労破断限度領域であり､ P書=oとな

る応力比では､特性寿命Np tま無限大に近づくと考えられる｡このことば､この領域で

のS-N関係が寿命軸に対してほぼ平行であることを示している｡以上のことからこの

領域は､ S-N関係における水平辞であると考えられる｡

一方Npの急増点以上の応力範囲では､有限負荷回数で必ず破断する有限寿命領域で
ありこの領域でのS-N関係が､水平部に比べ傾斜していることを示している｡したが

ユ9
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って､この領域はS-N関係における傾斜部であると考えられる｡この水平部､傾斜部

にあたる応力範囲を､動的疲労とクリープとで比較してみると､傾斜部にあたるPf=1

の応力比範囲は両者ともほぼ一致しているのに対し､水平部にあたる0<P*<1の応力

･範囲は､動的疲労では広くかなり低い応力比でも破断点が存在しているのに対し､クリ

ープでは狭い｡この原因には､試験装置の形式の違いだけでなく動的特性､すなわち応
力負荷速度依存性が存在していることが､期待きれる｡この動的特性としては､序章で

述べた土質力学での研究成果より､他に破壊強度の応力負荷速度依存性が予測される｡

事実Fig.I-16にS-N曲線の一例として関東ローム粉の50荒寿命値を結んだ結果を示し

たが､このBlは傾斜部から水平部に移行する負荷回数が105回程度であることを示すと

ともに､ N.=1での応力比は1.0より大きくなることを示している｡この現象は､静的

強度o,lの分布では説明つかず動的繰り返しでは基準となる負荷一回で破断する強度が

増加していることに起垣していると考えられる｡これらの動的特性については､ 3章で

再び検討する｡

結 言

l

粉体層に静的引っ張り強度以下の引っ張り応力を動的繰り返し負荷およびクリープ負

荷する実験を行ない以下の緒言を得た｡

1)粉体層の疲労破断現象には､ 3×104回の有限負荷回数範囲ではあるが､破断の

起こる応力の限界値(耐久限)の存在する｡

2)クリープ破断現象においても､ 104秒の有限時間範囲でばあるが耐久限が確認さ

れ､この耐久限応力比により試料をCharacterizeできる可台巨性をしめした｡

3)この耐久限以上の応力で動的繰り返しおよびクリープ負荷をおこなった所､破断

寿命分布は､ともにUeibull分布で表わすことができた｡

4)粉体層の引っ張り疲労破断におけるS-N関係は､負荷応力比を下げていくと傾

斜部から水平部に移行していく｡

5)クリープ破断寿命分布の広さを試料間で比較したところ､静的強度のばらつきと

逆の傾向を示し寿命分布が静的試験から推定できない特性値であることを示した｡

< 使用記号 >

dp =一次粒径
mr

,
mc =veibu11分布関数中の母数(形状母数)

N =繰り返し負荷回数
Nb =疲労破断寿命
Np

,
tp =Ueibull分布関数中の母数(特性寿命)

p =疲労およびクリ-ブ試験での破断確率
p* =本試験範囲での破断確率
t =クリープ負荷時間

ふ之

[ 〝m]

[ - ]

[
- ]

[
- ]

[ - ],[s]

[ - コ

[ - ]
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tb
=クリープ破断寿命

e =空隙率

pp =粒子密度
α =負荷引っ張り応力
αs =設定応力

orz =単調負荷による静的引っ蘇り強度

<引用文献>

1)神谷,

2) Kamiya

Particle

椿, 神保:化学工学論文集,止, 186 (1985)

[ kg/m

[ kPa

[ kPa

[ kPa

]

]

]

]

H. , J.Tsubaki and G.Jimbo : Preprints of the lst World Congress

Technology ( 1986,4 Nurnberg ),to be pub一ished

3) Kamiya H. , J.Tsubaki , G.一imbo : KONA
,_1
(1986) to be published

4)椿,加藤,竹山,神保:化学工学論文集,iB ,402
(1984)

5)日本機械学会縞''統計的疲労試験法JSME-S-002-1981'' p.13く1981)

6)塩見:''信頼性工学入門'' , p.60
,丸善,東京(1972)

Jj



第2章 疲労, ク リ ーフ一機断現象
己こおらナる塑一性変位童士曽カロ過程[1]

前章で検討した疲労､クリープ破断現象における負荷応力ー破断寿命関係は,破断現

象の最終状態に着目した結果である｡この章では､負荷開始から破断までの疲労､クリ

ープ破断過程を考察するため負荷によって生じる塑性変位量の増加過程に着目した｡最
初に動的繰り返しおよびクリープ引っ張り負荷試験より得られる粉体層の変位量の増加

過程を整理し定性的特徴を確認した上で､変形挙動と寿命値や応力ー寿命関係との関連

などについて考察した｡

2-1 実 験

前章の実験2,振動振幅を用いた動的疲労破断試験､および実験3,クリープ破断試

験結果から破断までの変位量の増加過程が得られる｡本章では､その結果を用いて解析

を行なった｡変位圭の測定は､差動トランスを用いた｡変位量測定の手順を簡単に述べ

る｡動的疲労試験では､セル内に試料を充填,圧密,成形後､応力を負荷しない状態で

可動セルを固定しているクランプをはず.し､応力が負荷きれない状態での粉体層の変位

量を求め､これを変位量0の基準点とした｡そして､再び可動セルを固定し､可動セル

と振動台をつなぐワイヤーに張力を与えてからクランプをはずして振動を開始し､層に

加わる引っ張り応力の最大値が設定した値qs に達した時の変位量を負荷一回目の変位

量△1と定義した｡そして､破断するまでの変位量の増加過程をレコーダー上に記録し

た｡またクリープ引っ弓長り破断試験でも､設定応力qs に達した時の変位量を△oと定

義し､同様に破断するまでの変位量の増加過程を記録した｡

2-2 繰り返し､およびクt)-プ引っ弓長り負荷による変形挙動の概略

まず､最初に準静的繰り返し負荷試験で得られた粉体層の応力一変位関係の概略をFi

g.2-1に示した｡この固より粉体層の繰り返し負荷による変位童にもま､繰り返し負荷に
より累積きれる不可逆変位量△pと可逆変位量△eに区分きれる｡本章では､不可逆変

位量△pに着目し可逆変位童については､ 5章で考察することにする｡また,粉体層の

応力一変位関係は応力負荷過程でも除荷過程でも非線形である｡この応力一変位関係の

非線形性はレオロジーモデルにより記述されるが､これも5章で報告する｡

まず､動的疲労試験により得られる負荷開始から破断までの累積変位童の測定結果の

一例をFig.2-2に示した｡各データとも増加の仕方は､似た傾向を示し､負荷周波数の
違いは､変位量の増加の仕方に顕著な影響を示していないので､とりあえず周波数につ

いては､影響がないものとして､検討をおこなった｡

きて､そこで寿命値の異なる変位量の増加過程を比較するために､横軸の負荷回数を

寿命値との比として与え､ Fig.2-3に示した｡ここで寿命値が異なっても.､後に比較を

行なう負荷1回目と破断1回前の変位童が同じ横軸の値で比較できるように､横軸もま､
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(N-1)/(Nb-2)で与え患｡また､各曲線上の数字は寿命値を示している｡

この囲より粉体層泣､動的疲労の場合にも､ Fig.214に示した次の三つの過程を順次

経て破断している｡薯-の区間は,負荷開始後､粉体層の累積変位量の増加割合が次第

に低下していく区間f､第二の区間は､累積変位量が繰り返し回数に対してほぼ直線的

に増加する定常変形区間Ⅱ､そして第三の区間は累積変位量の増加量が増大し最終破断

に達する区間Ⅲである｡ただしこの三区間の表われ方は､試料､寿命値によって異なり､

特に寿命値が､ 20一瓢回以下の場合には区間Ⅰが確認できないデータもある｡クリープ

破断過程でも同様な三区間の区分は存在し､クリープ破断に至っている｡したがって､

土の三軸圧縮クリー才や金属材料のクリープなどで示された破断過程【2]が､乾燥微粉

体層の動的繰り返し右よびクリープ引っ張り試験でも確認きれた｡

きて次に､この区穿に基づいて各区間ごとに変形挙動の整理を行なう｡まず､土の場

合[3]と同様な変形挙動から寿命値が推定できる相関関係をいくつか求め､その結果を

用いて変位量の増加藩程が三区間に分かれることについての考察を試みた｡

2- 3 変者挙動からの寿命推定と変位量の増加過程の三区間の区分に関する

考察

まず定常変形区間並の傾きが､各試料ごとにみるとほぼ等しいことから､負荷1回あ

たりの区間Ⅲでの平準変位量を次式から求め寿命値との関係をFig.2-5に示した｡

6/正 = (A -△=) i (N-Nェ) (2-i)

ここで､ △l
,
△‡
､およびNI

, N8 は､それぞれ区間Ⅰ, Ⅱの終了時の累積変位量

および負荷回数であ亀｡この囲で明らかなように､どの試料でも傾き-1の関係があり､

次式が得られる｡

6甘
●

Nb-△r t=Const.) (2-2)

ここで△r は試料により異なり､ Table211に各試料の△rを､静的引っ張り試験での

平均破断変位量82 とともに示したが､ △r と82の両者には相関がなく､ △rは疲労

破断現象に関する特僅値と考えられる｡

S ample

Xanto lcR/孤

Ar 【リm] 6z 【リm]

3.80

fused a1屯mina o.94

lactose 2.67

Table 2-1 Eq.(2-2)中の定数と平均静的引っ確り破断変位重吉zの比較

同様の関係は､クリープ破断試験でも確認きれFig.2-6に区間Ⅱでの変形速度C皿 と寿

命値の関係を示した.傾き-1の関係が得られ次式を得た｡
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CⅡ
●

tb=△･c (=Cons七･) (2-3)

Eqs.(2-2,3)は､破断するまで負荷を続けなくとも､区間Ⅱに達した段階で変形速皮

を求めれば寿令が予測できることを意味しているが､区間Ⅰの終了時の負荷回数,時間

からも同様な相関関係が得られる｡ Figs.2-7,8に区間Ⅰの終了時の負荷回数N工､負荷

時間tIと寿命値の関係を示したが､ともに比例関係が得られており最小二乗法により

次式の,関係が得られた｡

N=/Nb=0･2

tェ/tb=で工(=Const･)

クリープ破断試験の場合､区間Ⅱの終了時の負荷時間七正 と寿命値の関係も比例関係を

示しており､クリープ破断試験の場合､三区間の存在割合は､乙まぼ一定であることが求

められた｡

さて､ Figs.2-5-8の関係から､累積変位量の増加過程の三区間の区分の存在につい

て､破断を起こさない場合との比較に基づいて若干の考察を試みる｡疲労やクリープ破

断が起きない場合､すなわち寿余憤が無限大となる場合には､区間Ⅰの終了時の負荷回

数､時間も､無限大となり､区間Ⅱでの変形速度も0に近づいていく｡したがって破断

が起きない場合には､粉体層の累積変位量の増加過程はある値に漸近していく形状にな

る｡事実､ Fig.2-9に疲労破断が､ 104回繰り返し負荷しても起きなかった場合の変形

挙動を示したが､この場合に乙ま負荷1回あたりの変位量は減少し続けており､破断が起

きない場合には､区間Ⅰの状態しか存在しないと考えられる｡したがって､区間Ⅰは応

力負荷に対する粉体層の安定化を示していると考えられる｡しかし､この安定化が､破

断が起こる場合には一定の段階で停止するために､定常変形区間Ⅱが存在し､最終破断

に至る区間Ⅲの状態まで､粉体層の力学的性質が変化すると考えられる｡各区間の移行

時には強度などの力学的性質に変化が表われることが期待され､次章で考察を行なう｡

本章では,強度変化などについて考察する前に､一まず､ある区間から次の区間へ移行す

る際の力学的挙動の変化を､累積変位童に着目して嘩討するため､次に､ 1)設定応力に

達した時の変位量 2)区間Ⅰ, Ⅲの終了時の累積変位量 3)破断時の変位量 について

考察した｡

2
-4 各区間での塑性変位量の累積過程

まず､全過程の最初の段階である設定応力に達した時点での変位量について検討を加

える｡ Fig.2-10に､疲労試験での負荷1回目の変位童と寿命値の関係を示したが､両者

の関係は､ S-N関係と同様な形状となり､しかもS-N関係に比べばらつきtま小きい｡

この点をさらに詳しくみるため､ Fig.2-11にクリープ破断試験において､同じ設定クリ

ープ負荷応力で試験した場合と､クリープ開始時の変位を同じにして試験した場合の寿
命分布を比較したが､ △oを一定として試験した場合の方がやはり寿命分布が狭くなっ

ている｡この原因を考察するため､静的引っ張り試験結果を用いて検討する｡

クリープ引っ張り試験では､設定応力qs に達するまでは､定応力負荷速度で粉体層

に応力を加える｡前章で求めた静的引っ張り強度はこの条件で求めたもので､試験時の

応力一変位関係の一例をFig･2-12(a)に示す｡平均静的引っ張り強度-qz は､約20点の

粥
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データから求めたが､データのばらつきは､関東ローム粉では､変動係数で約2.7rbであ

る｡この図の縦軸を各データの強度で無次元化するとFig.2-12(b)のように応力-変位

曲線は､ほぼ一致する｡一例として図中の変位量9.4f川での応力比のばらつきは､変

動係数で1.4%まで下げることができた｡したがって､設定応力に達した時点での変位量

により､応力比をFig.2-12(b)から推定して整理することば､寿命分布におよぼす静的

強度のばらつきの影響をかなり小きくすることになり､疲労,クリープ破断現象自身の

ばらつきの評価に近づくことになると思われる｡

また､この結果より､定応力負荷速度での応力一変位関係をある程度の負荷応力まで

求めれば､破断させなくとも強度が推定できる｡いま､ Fig.2-12(b)の曲線群の平均曲

線を､f(△o)と定義すると､クリープ開始時の応力,･変位童(qs , △o)'を用いて

推定強度o:z'は次式で与えられる｡

oz★-os/f(△○)
(2-6)

この関係式は次章で用いる｡

きて次に区間Ⅰ , Ⅲの終了時の変位量と寿命値の関係を､動的疲労の場合をFigs.2-1

3(a),(b)､クリープ破断の場合をFig.2-14に示した｡どのデータでも寿命値の増加にと

もT}:い変位童は増加しており両対準紙上でほぼ直線関係が得られている｡特に､同一条
件である程度のデータ数が存在するクリープ破断試験では,二種類の試料とも△Ⅰ 咲

t叫の関係が存在し興味深い｡
'

さらに､破断直前の変位量と疲労寿命の関係を示したFig.2-15でも､同様に寿命値の

増加に伴い変位量己ま増加している｡この図では破断時の変位量は静的引っ張り試験での

平均変位量で無次元化してあるが､特にS-N関係の水平部にあたる長寿命領域では､

静的引っ張り試験での破断変位量より変形しても破断が､起きていないことを示してい

る｡

以上の結果から若干の考察を行なう｡ Fig.2-13-15における､寿命値の増加に伴う累

積変位量の増加は､疲労およびクリープ破断条件が累積変位量では記述できないことを

示している｡また､疲労およびクリープ破断を起こす応力範囲が狭いことから､破断条

件もま累積変形エネルギー量でも記述できない｡この原因としては､長時間の繰り返しお

よびクリープ応力履歴によって粉体層の層構造が変化し､破断状態が静的引っ張り試験

の場合と異なっていると考えられる｡そして､この構造変化が変位量の増加として表わ

れるため､単純な形で破断条件が記述できないものと思われる｡この構造変化は､長寿

命の場合ほど大きく変位量の増加も顕著であるが､逆に極めて短時間で破断する場合に

は構造変化も少なく破断変位畳も静的引っ張り試験の場合とあまり変わらないものと思

われる｡

さて､ 2-4節で述べたある区間から次の区間に移行する際の力学的挙動の変化を累

積変位量に着目して検討を試みたが､区間移行時の累積変位量は寿命値と伴に増加し､

区間が変わる際の条件を与えるものではないことが明らかになった｡そこで､次章では

破断に至るまでの粉体層強度の低下過程を実測し､強度に着目して破断過程を解析する｡

与j
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結 石

粉体層の動的疲労およびクリープ破断における不可逆変位量増加過程について検討し

た結果以下の結言を得た｡

1)粉体層の動的疲労およぴクリープ破断過程における変位量の増加過程も､三区間に

区分され､各区間の変形挙動から非破断状態で寿命を推定できる実験式が得られ､この

結果に基づいて三区間の区分の存在について考察をおこなった｡

2)静的引っ弓長り試験の応力一変位関係の整理によって､非破断状態で強度を推定する

方法および静的強度のばらつきの影響を縮小した応力比一寿命関係の測定法が求められ

た｡

3)各区間終了時および破断時の累積変位量は寿命値に比して増加しており､累積変位

重などからは破断条件が決定できないことが示きれた｡

< 使用記号 >

C丑 =クリープ破断試験における区間Ⅱでの平均変位量
CV =変動係数
N
=繰り返し負荷回数

Nb =疲労破断寿命
NI

,
N正
=区間Ⅰ, Ⅲ終了時の負荷回数

P =破断確率
tb =クリープ破断寿命
tI

,
tⅡ
=区間Ⅰ, Ⅲ終了時のクリープ負荷時間

△e =可逆変位量
△p =不可逆変位量

△c
,
△｢ =Eqs.(2-3,4)中の定数

△Ⅰ
,
△皿 =区間Ⅰ, Ⅱ終了時の累積変位量

8z
=単調静的引っ張り負荷での破断変位量

△o =クリープ負荷開始時の変位量
8且 =区間Ⅱでの負荷1回あたりの平均変位量
α =引っ張り負荷応力
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第3章 弓暮 っ弓長 り 応力履歴を

受らナた粉体層の強度変イヒ [1,2]

クリープ,および疲労破断過程について､前章では変位童の増加過程に着目して考察

してきた｡本章で8ま,この結果に基づきながら､破断過程での力学的挙動の変化につい

てきらに考察するためクリープ破断に至るまでの強度低下過程について検討を加える｡

またこれまでのアプローチが､耐久限以上の時間依存型破断現象が起こる応力範囲に着

目しての研究であった｡しかし､耐久限以下の応力範囲で繰り返し負荷を行なった粉体

層の強度がかえって増加する現象の存在を確認した[3]ことから､内藤ら[4]は､この

強度増加現象と耐久限の間に関連があることを指摘している｡そこで0-耐久限の範囲

でクリープ応力履歴を与えた粉体層の強度の経時変化を求め､クリープ破断集件である

耐久限の存在機構について考察する｡きらにこの結果を用いて1章で問題となった疲労

とクリープの比較や応力負荷速度依存性について検討を行ない時間依存型破断現象につ

いて絵括的な検討を行なう｡

3-1
, クリープ破断過程での引っ弓長り強度低下過程

3-1-1,実験および実験方法

実験装置は､前章での､クt)-プ破断試験と同じ吊り下ちヂ式付着力測定装置を用いた｡

試料の充填､圧密､成形操作も､クリープ破断試験と同様である｡そして､実験はFig.

3-1に負荷応力と変位量の試験中の経時変化を示したが､定応力負荷速痩(ふ=4.4Pa/s

)で､設定変位量△o まで粉体層を変形きせた所で､プーリーを止めクリープ試験に入

った｡そして､粉体層がクリープ破断を起こす前に､再び負荷応力を破断するまで増加
させて強度oE を測定した｡このクリープ破断過程での強度測定試験は､前章である程

度の応力範囲でクリープ破断現象の存在が確認きれた関東ローム粉,および溶融アルミ

ナ粉について行なった｡実験条件として､初期変位一定の条件でクリープを行なったの

は､ 2-4-1鮪の結果より静的強度のばらつきの影響を小さくするためである｡また初期

変位童△o は､･前章で行なったクリ-ブ破断試験で､もまぽ100Ⅹクリープ破断を起こすこ
暮

とが確認きれた､変位童基準の応力比o･/ qz =f(△o)=0.95となる変位量に設定した｡

粉体層の予庄密集件､温度,湿度集件tま､前章のクリープ破断試験と全く同じ条件で行

なった｡

3-1-2,結果および考察

実験結果を､関東ローム粉についてFig.3-2
､溶融アルミナ粉についてFig.3-3

に示

す｡この囲で､横軸のクリープ時間tcは､各データの寿命推定値tb'で､測定強度qE

tま､各データの強度推定値crz+で無次元化してある｡ tb'は前章で得られた区間Ⅱで

の変形速度C丑 と､寿命値の関係式Eq.く3-1)より次式で求めた｡

tb'=△c/C皿
(3-1)

ここで△cもま各試料ごとの定数である｡なお､ここで用いた寿命推定法が区間Ⅱでの変

牛7
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形挙動から得られたものであることから､区間Ⅰで強度を求めたデータについては､ t♭

の推定が困難であるため強度測定時のt｡/tJは求めず､ t(/t岩=o.2の位置に一括
して示した｡また､推定強度Jz'は､前章のEq.(2-5)より求めた｡各区間ごとに考察を

行なう｡

まず区間Ⅰでは､クリープ引っ張り履歴を受けた粉体層強度qE は､ o･z のばらつき

の範囲で分布しており､強度の低下傾向は表われていなtl,｡この区間のどのデータも､

20秒以上のクリープ引っ弓長りを行なっていることから､区間Ⅰの段階では､クリープ引

っ張りによる強度低下は発生しないものと思われる｡言いかえればクリープ引っ浅り応

力による強度低下開始集件には､クリープ応力の作用時間が条件として存在すると思わ

れる｡次の区間Ⅱ, Ⅲでは､全ての強度qEのデータが古z を下回っており､はっきり

と強度の低下が示きれている｡また､低下割合は､区間Ⅱでは比較的小さく､区間Ⅲで

は大きい｡以上のように､変形挙動と強度変化過程の間には､相関が存在することが予

測きれる｡両者の関係については第5章で定量的考察を行なう｡

きて以上の結果は全て疲労､クt)-プ破断の起こる耐久限以上の応力範囲での現象に

着日した結果である｡しかし､クリープ,および疲労破断を起こきない耐久限以下の応

力範囲についても繰り返し負荷試験後の粉体層の強度が増加するという興味深い現象を

確認している[3コ｡すでに一章で指摘したように､粉体層の疲労およびクリープ破断試

験では､ある程度の繰り返し負荷回数､およびクl)-プ負荷時間以上では､破断点が存

在しない現象が確認され､この非破断点により粉休層のS-N関係は､水平方向に延長

きれ破断の起きない応力の下限値の存在を示した｡そこで､内藤ら[4]はこの､耐久限

の存在と強度増加現象の関連を指摘し､負荷応力値を変えて動的疲労履歴を受けた粉体

層強度をFig.3-4に示したように求め､耐久限応力を堺にして強度の変化傾向が異なち

ことを確認した｡そしで､この強度増加現象が起き滋粉体層では､これ以上負荷しても

破断現象が起きないことが予測され､耐久限を解明する上でこの現象が､重要であるこ

とを指摘している｡､そこで､次に耐久限以下のクリープ引っ張り応力履歴を受けた粉体

層強度の経時変化を測定し､耐久限の存在機構について検討を行なう｡

3-2, 耐久限以下のクリープ引っ張り応力履歴を受けた粉体層強度変化

3-2-1 実験

実験装置は､吊り下石ヂ式付着力測定装置を用い､粉体層の充填､庄密､成形操作は､

クリープ破断試験と全く同様である｡実験は､クリープ引っ張り試験を設定時間tc ま

で行なった後､層が破断するまで負荷応力を増加させ強度qE を求めた｡

実験集件として､クt)-プ応力値は0 -耐久限までの範囲で､クリープ時間は300
-

100000秒の間で4,5点選んで測定した｡粉体層の予圧密条件､温度,湿度条件は､クリ

ープ破断試験と全く同じで行なった｡
3-2-2 実験結果と考察

まず､クリープ引っ張り応力履歴時間t亡 に対する､履歴後の粉体層強度qE の関係

をFigs.3-5,6,7に示した｡この囲はそれぞれ､関東ローム粉､溶融アルミナ粉､石灰石

粉の結果で､履歴後の強度qE は平均静的引っ張り強度存z で無次元化してある｡この

国中には､ 1章のクリープ破断試験で､破断点が存在する応力範囲でも破断を起こさな

土o
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かったqs/o=z >0･9の応力履歴を受けた粉体層の強度も示してある｡

各試料とも､クリープ履歴時間の経過に伴い強度増加を示すデータを含んでおり､強

度増加を起こした場合にはクリープ破断乙ま起きないと思われる｡また時間の経過に伴い

強度が増加していることから､疲労破断試験において3×104回以上で破断点が存在し

なかった現象との関連が考えられる｡

きて､ 1章で示きれた試料による耐久限の違いについて考察するため､まず試料間で

の強度変化について比較を行なう｡ Fig.3-7の石灰石粉では､ 103秒で強度増加が表

われており､どの負荷応力でも強度増加が起きている｡このように､静的引っ張り強度

に極めて近いクリープ応力でも強度増加が起きているため､石灰石粉では､破断の起こ
る応力範囲が限られるものと思われる｡一方Fig.3-5の関東ローム粉では､ 104秒クリ

ープを行なっても強度増加を示きないデータが存在する｡このデータは主にqs/q-z
≧

0.9のクリープ耐久限近傍のデータであることから､負荷応力Js により強度の経時変

化が異なるものと考えられる｡

そこでクリープ引っ張り応力us の粉体層強度におよぼす効果を考察するた◆め履歴時

間2000,10000秒でのクリープ応力と履歴後の強度の関係をFig.3-8,9に示した｡

最初にこの結果をデータ数の多い関東ローム粉にのみ着目して考察する｡まず耐久限

近傍のqsL/qz =o.9では､ Fig.3｣9で特に顕著に示されているが､他の応力範囲で生

りている強度増加が現われていない｡この傾向は2000秒でもすでに現われている｡

一方耐久限に達L,ないクリープ応力範囲( 0≦crs/古ヱ ≦0.7)では､強度の増加のし

かたに顕著な差異がない｡この結果は､強度増加現象が主にors =0の引っ張り応力の

作用しない状態で起きており､耐久限に達しないクリープ引っ張り応力は､ qs =0で

の強度増加を弱める方向に働いていないことを示している｡以上の結果を整理するとFi

g.3-10が得られる｡関東ローム粉を例にとって説明する｡
αs =0の状態で発生する強

度増加現象に対し､耐久限に達しないクリープ引っ弓長り応力は強度低下作用を持たない｡

クリープ引っ張り応力による強度低下作用は､耐久限近傍の臨界応力α⊂riを担えると

発生し､この低下作用と強度増加現象がみ掃け上釣り合う負荷応力が存在する｡そして
さらに負荷応力を増加させると強度低下作用が強度増加現象を上回りクリープ破断現象

が起こる｡

この結果を他の試料にも適用して考察する｡破線で示したラクトース粉の場合､強度

増加領域での強度増加割合は関東ローム粉に比べ大きいが､強度低下作用は比較的低い

応力比で現われる｡また､石灰石粉ではクリープ応力による強度低下作用に比べ､強度

増加現象が顕著なため､ qs/u-i,0.9の範囲で若干の強度低下作用が観察きれるものの
ere =0･z となる負荷応力条件が静的強度に極めて近いため観察きれず､クリープ破断

現象もはとんど確認きれなかったものと思われる｡

以上の結果より､耐久限はクリープ引っ張り応力による強度低下作用だけでなく､ αs

=oの状態で発生する強度増加現象が因子としていることが求められた｡この強度増

加現象については次章で考察を行ない本章では引っ張り応力による強度低下作用につい

てさらに考察を加えてみる｡

3-3, 引っ張り応力による強度低下開始条件
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3-1,2節において得られた知見から疲労､クリープ等の時間依存型破断現象に関する

強度低下開始条件を考察する｡ 3-2節の結果からクリープ引っ張り応力による強度低下

作用は臨界引っ張り応力qc,iを超えないと発生しないことが求められた｡また3-1節で､

耐久限を超えるクリープ引っ張り応力を作用させても､区間Ⅰの間は強度低下が観察さ

れなかったことから､強度低下が開始するには応力の条件とともにqcriを超える応力

の作用時間が条件として存在するものと思われる｡この仮説を検討するためFig.3-11に

示した準静的繰り返し試験や応力負荷速度を変えた場合での引っ張り破断試験結果との

比較を行なう｡準静的繰り返し負荷試験の場合応力を変動きせるため､臨界応力αcri

を超える応力の作用時間は短く､しかもo･<qcri の領域にも応力状態が存在する｡

もし強度低下開始条件が､先に述べた応力および応力の作用時間によるのであれば､ α

｡riを超える同じ最大引っ張り応力で試験を行なっても､繰り返し負荷試験では強度の
低下が抑制きれ､疲労破断が起きにくくなるものと思われる｡そこでほほ100苫クリープ

破断が起きたqs/古z =o.95の応力比で準静的繰り返し負荷を行なった場合､およびク

リープ耐久限以下で繰り返し負荷を行なった後､強度を測定する実験を行ないクリープ

試験との比較を試みた｡

きらにFig.3-11の3で示した応力負荷速度を下げo･< q｡r;の応力状態に長時間おかれ

た場合の引っ張り試験での強度について比較検討を加えた｡

実験iま3-1,2節と同様吊り下げ式付着力測定装置を用い､これまでの静的引っ張り試

験と同じi=4.4Pa/sの定応力負荷速度で繰り返し負荷を行なった｡試料は関東ローム粉

の場合について行ない試料の予庄密集件等は､前節とおなじ条件である｡
3-2-1 準静的繰り返し負荷試験

まずクリープ耐久限以上の応力で準静的繰り返し負荷を行なった場合の負荷応力-秦

命関係をFig.3-12に示す｡横軸は最初に最大負荷応力に達してから繰り返し負荷により

破断するまでの､時間で寿命値を与えてある｡また時間trまで負荷しても破断しなか

ったデータを黒ぬりのKeyで与えてある｡図中には､負荷応力比0.959,0.949でクリー

プ引っ張り試験を行なった場合の寿命値の範囲を示してある｡この固より､クリープ試
験では100Ⅹ破断が起こる応力条件でも､準静的繰り返し負荷では104秒を超えても破断

しないデータが存在しており､準静的疲労破断はクリープ破断に比べて起きにくいこと

がわかる｡

さらにFig.3-13に､クt)-プ耐久限以下の応力で繰り返し負荷した後の強度q を繰

り返し負荷時間trに対して示した｡国中には､ qs/古z <o.7およびqs/古z =o.9

の条件でクリープ引っ張り後の強度測定値の平均値を結んだ曲線考示してある｡ qs/古z

<o.7の集件では､準静的繰り返し,クリープ負荷とも､削ま同様に強度が時間とと

もに増加している｡したがってo･<q⊂riの範囲に引っ張り応力集件がある場合には､

準静的に応力を変動きせても引っ張り応力は強度低下作用を持たないことが求められた｡

一方o･s/古之 =0.9 ,0.95の条件で繰り返し負荷を行なった後の強度o'Eのデータは､
クリープ試験結果を示した二本の曲線の間に存在する｡つまりこの応力条件の繰り返し

負荷では､強度増加現象に対して若干の強度低下作用が存在するものの､クリープ引っ

張り試験の場合程大きくないことを示している｡

このことば､ Fig.3-14に示したtr =10000秒での繰り返し応力usと繰り返し負荷

∫㌻
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後の強度o･Eの関係から､よりはっきりしてくる｡図中には､前節で求めたクl)-プ試

験での結果を示したが､ qs/古z <o･7の範囲では､両者に額著な差はないのに対しq

～/αz >0･9での強度低下傾向が繰り返し負荷の場合鈍く､疲労破断が起きにくくなる

ことを示している｡

次に応力負荷速度を下げた場合について述べる｡

3-3-2 低い応力負荷速度での引っ張り破断試験

Fig.3115に応力負荷速度を変えた場合の測定破断強度q王(i)の結果を示す｡横軸乙ま
負荷開始から破断に要する時間もzを示してある｡応力負荷速度が遅くt2が長い程強

度は増加しており､しかも国中のqs/∂z <0.7の条件でクリープ負荷したのちの強度

測定値を示した曲線とほぼ一致している｡これは低応力負荷速度で強度を求めた場合に

は､ o･<o･⊂r･lの領域に長時間応力状態が置かれるために強度増加現象が起きたものと

思われる｡
●

以上の結果から引っ張り応力が準静的に(α<4.哩pa/s )変動した場合にも､臨界応

力oTcri以下に応力状態がある場合には引っ張り応力が強度低下作用を持たないことを確

認した｡また､繰り返し試験結果から､引っ張り応力による強度低下が開始し進行する

条件として､応力の集件とともに応力の作用時間の条件が存在することが確認されたが･,

この条件の定量化にはさらに実験的考察が必要である｡

以上の結果乙ま､ふ<4.4Pa/sの範囲に限って確認きれた結果である｡これ以上の応力
負荷速度範囲で乙ま､ここで得られた知見でtま説明できない可能性がある｡とくに1章で

行なった動的疲労では低い応力比で､破断が起きることを確認し､'負荷1回での破断強

度も増加することが予測きれている｡この点をきらに考察するため､次に応力負荷速度

を増加させて力学的挙動の変化を考察する｡

3-4, 比較的高速負荷領域での粉体層の強度及び疲労

1章の動的疲労試験より動的特性として1)高速負荷による破断強度の増加 2)クリ

ープ,準静的繰り返しに比べ低い負荷応力でも疲労破断が起きる､という2点が期待さ
れた｡ただ､これらの知見はクリープ破断試験とはかなり異なった実験系で得たデータ

との比較によるものである｡そこで応力負荷速度を動的負荷(1日z以上)状態から準静

的負荷の間で変化きせ(J= 1.0-100 Pa/s)
､強度測定や繰り返し負荷試験を行ない

上記の知見について検討を行なった｡

3-4-1 比較的高速負荷領域での強度測定試験

実験は吊り下げ式付着力測定装置を用い､応力負荷速度は､モーターの回転速度およ

び可動セルとプーリーの間に入れるばねを変えて調故した｡粉体層の庄密法など主ょこれ

までと同じ方法を用い､試料は関東ローム粉を使った｡

Fig.3-16に応力負荷速度qと引っ張り強度uE(古)の関係を示す｡応力負荷速度を増

加させていくと,ふ<1.0 Pa/sの場合と同様な強度増加が認められる｡しかし､このふ

>4.4Pa/sでの強度増加は静的条件下と∈ま異なるメカニズムで起きていると思われる｡

土質力学の分野でも【5]
､この現象の機構解明はもとより､現象把握もまだ十分行なわ

れていないのが現状である｡ここでもまず､現象把握を中心に進めるため､次に6=4.

4Pa/sの場合より明確に破断強度の増加が確認されているJ =40Pa/sの応力負荷速度で
繰り返し負荷試験を行ない耐久限値等の比較検討を行なう｡
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3-4-2 比較的早い応力負荷速度での繰り返し負荷試験

実験‡ま3-3節と同様､クリープ耐久限付近の応力で疲労破断を起こすことを目的とし

た試験とクリープ耐久限以下の応力で10000秒繰り返し負荷を行なった後の強度測定試

験の二種類を行なった｡まずFig.3-17に最大負荷応力と破断寿命の関係を示した｡図中

には古=4.哩pa/sでの疲労試験結果､および一点鎖線でクリープ破断試験で破断点が確

認きれた最低応力値を示してある｡またⅣ=1には各負荷速度での破断強度を分布範囲

とともに示してある｡この図であきらかなようにふ=40Pa/sの繰り返し負荷では古=4.

4Pa/sの繰り返し負荷およびクリープ負荷に比べて小きい応力でも破断点が存在してい

る｡しかも同じ応力比でも破断点と非破断点がともに存在しており､一章で述べた動的

疲労のS-N関係と同様な傾向を示している｡

この低い応力でも破断点が存在する原因を考察するため､クリープ耐久限以下の応力

で10000秒繰り返し負荷を行なった場合の強度測定結果をFig.3-18に示す｡縦軸のqz

はふ=40Pa/sでの平均引っ張り強度である｡この固から&=40Pa/sの条件では10000懲

繰り返し負荷しても強度増加割合は小きく､強度増加を確認するには､さらに繰り返し

負荷を行なうことが必要である｡この強度増加現象の現われ方の鈍さが､低い応力比で

も破断点が存在する原因の1つと考えられる｡しかし本論文でミま､動的領域については

データ的にも不十分であることから次の4,5章でも検討は行なうものの､機構解明など

については今後の課題と考える｡

緒 言

種々の引っ張り応力履歴を粉体層に加え､強度の経時変化を測定したところ､次の緒

言を得た｡

1)耐久限以上の応力によるクリープ引っ張り試験での強度低下過程を測定したとこ

ろ､クリープ破断過程の最初の3 -40Ⅹを占める区間Ⅰでは､強度の低下が観察きれな

いなど､粉体層の強度低下過程とクリープ変形過程の間に定性的相関関係があることが

確認きれた｡

2) 0-耐久限以下のクリープ引っ張り応力履歴を受けた粉体層の強度の経時変化を

調べた結果､耐久限に達しない応力範囲では､強度増加現象が観察されクリープ破断が

起きないこととゐ関連が示きれた｡ただ､この強度増加現象は､耐久限に達しない引っ

張り応力の履歴には､ほとんど無関係で､粉体層の予庄密､除荷操作に関連して発生す

るものであると考えられる｡
､したがって､クリープ引っ張り応力の作用としては負荷

応力畢耐久限近傍の臨界応力α亡ri以上に設定し.た場合に発生する強度低下作用が中心

である｡このo,⊂,.･以上の応力範囲では､強度増加作用と釣り合って見掛け上強度変化

が表われない負荷応力値が存在も確認きれた｡

3)そして､ 1),2)の知見よりクリープ応力による強度低下の開始条件は､ (1)クリ

ープ応力が臨界応力q⊂†iを超えることともに､
(2)臨界値を超えるクリープ応力の作

用時間が条件として存在すると予測きれ､準静的繰り返し試験でのS-N関係や強度の

応力負荷速度依存性などの測定結果から､準静的領域(i<l.0 Pa/s)では､この仮定

が定性的には確証きれた｡

4)一方､高速負荷領域での強度の増加特性や疲労破断に関するS-N関係において

∫了
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水平部の応力範囲が広がる現象など､準静的な範囲での知見では説明つかない現象につ

いて検討したところ､強度の増加特性について確認できるとともに､高速負荷領域では

強度増加現象の進行が遅い､などの現象が新たに指摘きれた｡

< 使用記号 >

dp =

一次粒径

pp
= 予圧密応力

P = 非破断確率

tb
=クリープ破断寿命

t⊂ =クリープ引張り履歴時間
tr =準静的繰り返し負荷時間
tz =単調負荷による破断までに要する時間
△o
=クt)-プ引っ張り試験開始時の変位量

£ =空隙率
α =応力負荷速度
o･⊂rI. =引っ張り応力による強度低下作用の現われる塩界応力

qs =設定クt)-プ引っ張り応力
o･し =クリープ耐久限
αE =クリープ履歴後の粉体層引っ張り強度
o･z =単調負荷による静的引っ張り強度
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第4章 粉体層の庄密操イ乍もこ関する L/オ

亡コジー挙動と粉体層の弓垂ミ度士曽カロ現象[1]

前章で確認きれた時間の経過に伴う強度増加現象は､粉体層の疲労,クリープ耐久限

を決定する上でも､また粉体の貯槽､ホッパーからの払い出しなどの実際の粉体のハン

ドリングにおいても重要な現象である｡ 3-2節の耐久限以下のクリープ引っ張り履歴を

受けた後の強度測定において強度増加現象はo･s =0の引っ張り応力の作用しない系で

も存在し､耐久限に達しない引っ張り応力による影響が顕著でないことから､引っ張り

応力による強度増加現象への関与は小きく, o･s =0の状態つまり粉体層の予庄密､除
荷操作に関連して発生するものと思われる｡このことを検証するために､予庄密操作に

関していくつか形態を変えて粉体層に履歴を加え､強度の経時変化を測定する｡

4-1 強度増加現象に関する予備的考察

この強度増加現象が予圧密､除荷操作に関連して発生することを検討するため､予備

実験的に吊り下げ式付着力測定装置を用いて､ Fig.4-1に示した次の三種類の方法で粉

体層に履歴を与え､強度変化を測定した｡

a)試料充填､ 10分間予圧密後､荷重を除荷し可動セルを固定したまま放置する｡ (塞

直方向クリープ回復)
'

b)予庄密､除荷後､可動セル部を固定していたクランプを外し､ qs =0の状態で放

置する｡

c)試料充填後予庄密応力を加えたまま放置する｡ (クリープ圧密)

実験条件として､放置時間は､ 300 -

100000秒の範囲で5,6点選んで行なった｡また

予庄密応力は6.6kPaに固定し､試料は関東ローム粉を用いた｡

Fig.4-2に履歴を受けた時間th と履歴を受けた粉体層の強度qE の関係を示した｡

強度増加開始時間､増加割合ともほぼ一致しており､履歴の形態の違いによる影響は小

きく､強度増加現象は放置時間th に支配きれているように見える｡

次に履歴を受けた粉体層の応力一変位関係をFig.4-3で比較してみる｡この図は､履

歴時間th =86400秒の結果を比較したものである｡どの履歴形態でも､ 10分間庄密し

ただけの場合に比べ､破断時の変位量が減少しており､脆性的な破断を起こしている｡

さらにこの囲ではa)の履歴を80000秒加えた後､再び6.6kPaの圧密を10分間加え､除荷

直後の引っ張り試験での応力一変位関係を示したが､変位量はth = 0のデータに比べ

減少しているものの､強度はth =0の値に戻っている｡この再庄密により強度がクリ

ープ回復を行なわない場合に戻る現象はFig.4-4に示した溶融アルミナ粉でも確認され
た｡以上の結果より粉体層の強度増加現象について若干の考察を行なう｡

強度増加現象は､庄密応力を除荷しクリープ回復を行なっても同様に発生す/ることか

ら､粉体層に加えられた力により接触点が塑性変形を起こし､接触面積の増加を原因と

した付着力の増加によってのみ起こるのではない｡また､クーj-プ耐久限以下でのクリ

ープ引っ張りおよびクリープ回復試験では､粉体層は､引っ張り方向に膨張し､破断面

`之
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近傍では空隙率が増加しているにもかかわらず強度は増加することから空隙率の変化で

も説明できない｡そこで､椿[2]らは､粉体層庄密に関する応力緩和現象の研究の中で､

応力緩和現象を層内の局所力学的不安定構造の存在により説明を試みたが､ここでもこ

の概念を用いて考察する｡粉体層への加圧､除庄､クリープ応力負荷時には層内に力学

的に不安定な構造が局在し､時間の経過と伴にこの不安定構造は､まわりの培造を変え

ながら安定化していくと考えられる｡粉体層の強度は､層内の強度の弱い部分に支配き

れていると思われるが､この弱い部分に不安定括造が相当し､構造の安定化に伴い弱い

部分が消失､平均化きれ全体の層強度が増加するものと思われる｡このことば､ Figs.4

-3,4でクリーブ回復後､再庄密すると､もとの強度に低下した現象と関連をもつと思わ
れる｡ただ･､温度,湿度を前述の範囲で一定に保っているものの､粒子接触点での付着

力が増加していることも考えられる｡しかし､一個粒子-ガラス南開の付着力の接触時

間依存性を測定した､ Corn[3〕
,神保ら[4]の結果を見ると､鉄粒子など表面の化学変

化を受けやすい粒子を除き,ガラス粒子,石灰石,溶融アルミナ粒子などでは､本試験

範囲の10 秒の範囲で付着力の増加己ま確認されていない｡このことから､本章では､こ

の接触点付着力の時間依存性についてはとりあえず着目しないで､圧縮操作に伴って発

生するレオロジー挙動と強度増加現象の関係をさらに考察することに主目的を置いた｡

そこで､つぎに粉体層庄密に関するレオロジー挙動を整理しながら強度増加現象につい

て考察を行なう｡

4-2,圧密操作に関する種々の時間依存型履歴を受けた粉体層強度変化の測定

引っ･張り試験など粉体層の力学的轄性畢求める試験で行なう予圧密操作は､金型に充

填した粉体層の圧縮操作､所謂､一次元庄密試験という定義がきれているが､この操作

における時間依存型現象としては､序章で述べたように､クリープ庄密や繰り返し庄密

による粉体層の空隙率の低下現象やクリープ回復､応力緩和現象などがある｡本節では､

二れらd)現象について順次考察を加えながら,こうした圧密履歴を受けた粉体層強度の

経時変化を測定し､強度増加機構について検討を行なう｡最初にこれらの現象を検討す

る上での基礎となる単調一次元庄密試験での結果について報告する｡

4-2-1,粉体層の一次元圧縮過程

実験に用いた装置を､ Fig.4-5 に示す｡粉体層を充填､圧縮する金型は､内径5cm ,

探き 2cm､肉厚が底面､側面とも 2cm､材質はステンレス製である｡試料は､ 1000jLm

のふるいを通過きせて充填し､金型上に溢れた試料はセル上面ですり切ることで除去し

た｡圧縮に用いた材料試験機(米倉製作所製)ミま､コンピューターによりデータの取り

込みと､クロスヘッドの制御を行なうことができる｡実験は､材料試験機上に試料を充

填した金型を置き､一定速度でクロスヘッドを降下させ圧縮試験を行なった｡

この一次元庄密による粉体層の庄密過程を､応力ー空隙率の関係で示した一例が､ Fi

g.4-6である｡この固より一次元庄密過程は､小きな応力範囲で空隙率eが急速に減少

する区間Ⅰと､ £の低下がなだらかな区間Ⅱ､そして再び圧縮が進行する区間Ⅲと､三

区間の区分を認めることができる｡各区間の表われ方は試料により異なる｡またこのp

-e関係には､庄密速度の影響も確認されている｡ここで粉体層の庄密は､一粒子の再配
列や粒子自身の塑性変形や破壊などにより進行する[5]と考えられるが､この圧縮過程
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に現われる区分は､各区間で庄密を進行きせる支配的な因子が異なっていることを示し

ていると思われる｡そこで､この区分の粉体層圧縮に関する時間依存型現象への影響を

考察するため､最も顕著にこの区分が示きれた溶融アルミナ粉について各区間1点ずつ

と､区間ⅠからⅢ､区間ⅡからⅢへ移行する付近の応力により繰り返し庄密試験を行な

い､粉体層空隙率の低下を検討してみる｡
●

繰り返し庄密は､クロスヘッドの移動速度を一定(h=0.083mm /s)にして行ない圧縮

と除荷の制御はコンピューターを用いて行なった｡結果の一例としてFig.4-7に繰り返

し庄密応力pとcの関係を負荷回数を変数にしてプロットした｡この固から､繰り返し

負荷による空隙率の変化割合は､大きな圧密応力を加えた区間Ⅲの場合ほど､著しい｡

この傾向は､どの試料でも共通して表われてい･る｡また､この区間Ⅲの応力範囲では､

繰り返し負荷回数が1000回を超えても空隙事変化が停止しないことを確認している｡こ

うした庄密応力の大きい条件では､あとでも述べるように桂子接触点での塑性変形が顕

著に起きている可能性があり｣粉体層としてより固体挙動が支配的になってくると考え

ら｣れる｡そこで以下の庄密に関するレオロジー挙動と強度増加現象の関連の.考察につい

ては区間Ⅰにあたる比較的圧密応力の小きな応力範囲で検討を行なう｡

4-2-2,クリープ庄密､クリープ回復によるl粉体層強度増加現象

まず最初にクリープ圧密および庄蜜後荷重を除荷し放置するクリープ回復挙動と､こ

うした履歴を受けた粉体層の強度増加現象の関連を､ 4-1節より実験条件を拡大して考

察する｡実験装置は､ 4-1節でも用いた吊り下げ式付着力測定装置圭併せてFig.4-8に
示したベアリング式付着力測定装置を用いた｡この装置は､吊り下げ式装置の圧密応力

の限界が､ 20kPa程度であることから､それ以上の庄密応力での実験を行なうために試

作した｡セルの内径､深き､材質は､吊り下げ式と同じである｡クt)-プ庄密過程での､

庄密変位はダイヤルゲージで測定し､レコーダーに記録した｡粉体試料の充填方法は､

これまでと同じ日間き1000jLmのふるいを通過きせて行ないクリープ庄密は､庄密時間

tc を3
-10000秒の範囲で変え､圧密接の強度αE

(tc)を求めた｡またクリープ回復

試験は､ 4-1節とは圧密時間を変え､ 5およぴ30秒庄密後､荷重を除荷し120 -10000

秒の範囲でクリープ回復を行ない強度を測定した｡庄密応力は､吊り下げ式の場合は､

6.6kPa､ベアリング式の場合は､ 13,38,57kPaを選んだ｡退度､湿度条件もこれまでと

同じ20o C ± 3o C , 50芸 ± 5Ⅹの範囲でほぼ一定に保って行なった｡用いた試料もこ

れまでと同じTable 4-1に示した5種類を用いた｡

4-2-2-1 クリープ圧密による空隙率低下過程と強度増加現象

まず最初にクリープ圧密による強度増加過程をFig.4-9に示す｡この囲は,庄密応力

pp =6.6kPaの結果を一括して示したもので､横軸にクリープ圧密時間､縦軸に強度を

与えてある｡各試料とも庄密時間の増加に伴い強度が増加しているが､増加パターンは

試料によって異なる｡関東ローム粉,溶融アルミナ粉は､庄密時間30秒までに急速に強

度が増加し､ 30秒以後は漸増している｡一方他の3種類の試料は､庄密初期の強度の急

増は確認されず､強度は比較的なだらかに増加している｡次に､ベアリング式装置を用

い圧密応力を大きくした場合の結果をFig.4-10に示したが､関東ローム粉,ラクト-ス

粉は､ 6.6kPaと同様の傾向を示L,ているのに対して､石灰石粉は圧密初期に関東ローム

粉と同様な急激な強度増加が観察され､庄密応力により強度増加パターンに変化が現わ

れている｡
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与の強度増加現象に現われる試料間の速いを考察するため､クリープ庄密による空隙
率の経時変化を､庄密応力6.6kPaの結果についてFig.4.11に示した｡この図で､圧密時

間30秒以内に強度が急増する関東ローム､溶融アルミナ粉では､空隙率の低下が､庄密

開始30秒以内に顕著に起き､その後は漸減している｡したがって､強度の増加と空隙率

の低下は対応している｡一方強度増加傾向が似ていたラクトース粉と石灰石粉は､空隙

率£の経時変化は全く傾向が異なる｡石灰石粉は､庄密応力6.6kPaの条件では､本試験

範囲のクリープ時間範囲では､ e己ま､ほぼ一定であるのに対して､ラクトース粉では､

104秒経過してもeの低下が続いている｡庄密応力を変えた場合の結果をFig.4-12に示

したが関東ローム粉､溶融アルミナ粉の場合は､応力を増加きせても同じ傾向を持って

いる｡ただ､石灰石粉の場合は､圧密応力を増すと 6.6kPaの場合には見られなかった･､

関東ローム粉と同様な､圧密初期での空隙率の顕著な低下が現われ､強度増加傾向と対

応を示している｡したがって､関東ローム粉などの試料において庄密初期に強度が急増

する現象は､空隙率変化と関連があることが確認きれた｡

この結果よりFig.4-13に強度と空隙率の関係をまとめて示した｡この囲は､庄密応力

6.6kPaでの結果を示したものであるが､この結果から､粉体層のクリープ圧密による強

度増加過程乙ま､ Fig.4-13中の概念図に示したように､空隙率変化を伴う区間(α)と空

隙率変化がわずかである区間(β)に分けられる｡ただし本試験で行なったクリープ圧

密時間tc =5-10000秒の範囲では､ラクトース粉は区間(α)の範囲しか存在しない

ようである｡また石灰石粉でも6.6kPaの条件では､区間(β)しか確認できていない｡

しかし､庄密応力を増加きせれば､区間(α)の状態が確認できたことから､ 6.6 kPa

の条件では､石灰石粉はきわめて早い時間で区間(β)に移行するものと思われる｡し

たがって､ラクトース粉だけが他の試料と若干異なる挙動を示している｡そこでつぎに､

この区間(α), (β)の強度増加機構の違い､および試料間での違いを検討するため､

クリープ回復後の強度変化を検討してみる｡

4-2-2-2 クリープ回復による強度増加過程

クリープ回復試験は､ 4-1節と同様に庄密接,荷重を除荷して放置する実験である｡

回復を開始するまでの庄密時間は､区間(α), (β)の機構を考察するため､関東ロー

ム粉などの試料において､区間(α)にの状態にある5秒､および区間(β)に移行し

はじめる30秒を選んだ｡回復後の強度測定結果をFig.4-14に示す｡庄密時間5秒のデー

タは ○ のKey､ 3･0秒のデータはー のKeyで与え､横軸は､圧密時間tcと回復時間

I rの和が与えてある｡また囲申の曲線は､クリープ庄密後の強度測定結果の平均値を

結んだ曲線である｡この囲でまず圧密時間30秒のデータに着目するとラクトース粉以外

は全て､クリープ庄密を続けた場合とほぼ一致している｡ラクトース粉以外の試料では､

庄密時間30秒でもま､すでに区間(α)に達しており,区間(β)になれば､強度増加過

程はクt)-プ圧密を続けても､荷重を除荷して回復試験を行なっても強度は乙まとんど同

様に増加することが確認された｡

一方､庄密時間5秒およびラクトース粉のデータでは､クリープ庄密を続けた場合の

ような強度の増加は起こらず､強度の増加割合は小きい｡したがって､クリープ回復に

よる強度増加現象も､空隙率の低下がある程度顕著な区間(α)とわずかである区間(

β)とでは傾向を異にすることが確認された｡

4-2-3,圧縮応力緩和を受けた粉体層の強度変化過程
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次に応力緩和履歴を受けた粉体層の強度変化過程を考察する｡金型内に充填した粉体

層の応力緩和現象の応力緩和曲線を､ Fig.4-15に模式的に示した｡この囲は､設定応力

poに達するまで定歪速度で粉休層を庄密し､ poに達した時点で庄密を停止し応力緩

和を開始する試験での応力と歪の経時変化が表わしてある｡緩和開始後の応力の変化は､

粉体層の塑性変形によると思われる瞬間的な応力の低下App と､その後のなだらかな

緩和過程を示している｡椿ら[2コ はRheology modelによりこの曲線を定量化して検討を

行なったが､ここでは緩和開始15分後の緩和割合p♯を次式で定義し考察を行なった｡

p★=1- (p/ (po-△pp)) (4-1)

序章に述べたように､応力緩和現象について多くの研究が行なわれているが､庄密特

性との関連を検討した括ら[2]のアプローチのように他の力学挙動との関連を考察した

研究乙ま少ない｡そこで､応力緩和履歴を受けた粉体層の強度変化過程を検討するまえに､

4-2-1節で行なった繰り返し圧密試験後､応力緩和試験を行なった結果をFig.4-16に示

した｡~この囲は､縦軸に繰り返し回数Nでの緩和割合p&(N)､横軸にNにおける空隙率

e(N)が与えてある｡縦軸､横軸ともに圧密1回目での緩和割合pキ(i)および空隙率E

(1)で無次元化してある｡この結果で明らかなように繰り返し庄密による応力緩和現象

の変化は試料によって傾向が異なっており､クリープ庄密特性と応力緩和現象が必ずし

も対応関係を持たないことを示している｡したがって､応力緩和現象履歴を受けた場合

にtま､クリープ圧密とは異なる強度増加現象の存在が期待される｡

そこで､粉体層に材料試験機を用いて応力緩和を行ない､緩和の進行にともなう強度

変化を測定する｡実験は､ベアリング式付着力測定装置を材料試験機上にのせ､ 4-1節

と同じ方法で試料の充填を行ない､設定応力po まで庄密後､応力緩和を設定時間trel

まで行なったのち荷重を除荷し､強度測定を行なった｡実験条件として､応力緩和現象

は､同じ設定圧密応力でも､圧縮過程での歪速度の影響を受ける｡ Fig.4-17に歪速度と

緩和割合pホ の関係を示したが､歪速度が早いはど緩和割合は増加し､庄密過程での歪

速度により緩和量が変化することから､この歪速度の影響も加味して検討を行なった｡

Fig.4-18に緩和時間と引っ張り強度の関係を示した｡この図己ま関東ローム粉の結果を

示したものだが､応力緩和試験を行なった彼の強度は､歪速度が0.83mm/sの大きい場合

を除いてほとんど変化していない｡また､歪速度0.83mm/sの場合も､強度増加が確認き

れるのは緩和初期だけで､クリープ圧密やクリープ回復試験で見られたような強度の増

加現象は､あまり観察きれていない｡この応力緩和履歴後の強度変化は､一種類の試料

でしか検討していない点に問題があるが､強度の経時変化は､応力履歴の形態によって

変化することが予測きれる｡この結果から強度増加現象は､単に接触点での付着力が物

理化学的作用で増加することに起因しているのでなく､ 4-1節で述べたような層構造の

微視的な変化により発生していることが期待きれる｡

4-3,強度増加現象に関する考察

4-2節の結果より強度増加現象の機構を解明するうえで重要な現象として次の3点が､

注目される｡
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(1) 圧密応力6.6 -57kPaの範囲では､クリープ圧密による強度増加が､空隙率変

化を伴う区間と､伴わない区間に分けられ､クリープ回復後の強度増加過程もどちらの

区間でクリープ回復を開始するかにより挙動が異なることが認められた｡

(2) ただラクト-ス粉だけは､空隙率の減少が104秒庄密を続けても確認されるな

ど､他の試料とは､異なる挙動を示した｡

(3) 応力緩和履歴を受けた場合には､クリープ庄密､クリープ回復の場合とは強度

増加過程が異なる｡

ただ､ (3)の応力緩和については､他の試料との比較など行なっていないことから､こ

こでは結果の窟介に留め､本報でもま(1),(2)について考察を行なう｡まず､ラクトース

粉以外の試料で確認きれた､ (i)のクリープ圧密における強度増加過程の区分について

考察を行なう｡

粉体層の強度の決定因子としては､これまでの研究[7]から1)空隙率変化に伴う接触

点数の増加 2)接触点の付着力の増加 3)4-1節で述べた層構造の微視的変化 の3点

が考えられる｡この3点に順次着目して､クリープ圧密過程での強度増加機構を考察す

る｡

まず､ 1)については､粉体層の層構造を等方ランダムであると1反定して求めたRumpf

[6]らの式を､粉体層に加わる巨視的応力と接触点に働く力の関係式としてとらえなお

した括ら[7コのアプローチにより考察できる｡括らは､接触点での付着力∑を一定に保

ち,かつ等方ランダム構造を変えないままで､粉体層の空隙率すなわち接触点数を変化

させた場合､粉体層強度qz は次式で与えられることを示した｡

oz=10exp (14･5 E) =/dp2
(4-2)

この式は､上記の条件を満たした状態で粉体層の空隙率だけを変化きせ､接触点数を増

加させた場合､ qz
-e関係が片対数紙上で傾き-4.5の直線で表わせることを示してい

る｡しかし､クリープ庄密による強度増加過程におけるJz -e関係は､区間(α),
(

β)とも傾きは､ -4.5より大きく､空隙率低下に伴う接触点数の増加という幾何的条件
だけでは､クリープ庄密における強度増加現象∈ま､説明できない｡したがって､強度増

加現象は､ 2)の接触点の付着力変化および､ 3)の層構造の変化を考覆しなければならな

い｡まず､ 3)の層構造変化に着目して検討する｡

粉体層の充填構造は､ Rumpf[6]らのモデルで仮定きれたような等方ランダム構造では

ない｡まず粒子充填時には､ Fig.19に示したような空隙率の高さ方向の分布が存在し､

これに圧縮力を加えると､逆に上部では密､下部では疎の状態に分布が変化する｡この

ような空隙率分布の変化には､ある程度の時間が必要であると考えられる｡これは､ Fi

g.4-10で示したクリープ庄密後の強度測定試験結果の中で､関東ローム粉､石灰石粉の

圧密時間3秒のデータが､庄密応力によらず､はば一定の強度であることから推定きれ

る｡すなわち庄密時間3秒では､層底部まで空隙率および応力分布の変化が達しておら

ず､底部では疎充填の状態がかなり保たれていると考えられる｡粉体層強度は､ 4-1節

で述べたように層構造の弱い部分に支配されると考えられることから､強度がこの疎充

填部分により決まるため､庄密時間3秒では､圧密応力による測定強度の差が僅かであ

ったものと思われる｡実際､庄密時間3秒の場合には､上部では､庄密きれているもの

の､底部ではあまり圧密が進んでいないことを定性的に観察している｡したがって､ク
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リープ圧密における区間(α)は､巨視的な空隙率分布の変化を起こしながら､庄密が

進行していく区間であると考えられる｡区間(α)でクリーブ回復を行なうと,このよ

うな巨視的な空隙率分布の変化が停止するため､クリープ圧密を続けた場合のような強

度増加が観察されないものと思われる｡

つぎの区間(β)であるが､この区間では巨視的な空隙率分布の変化は僅かになり､

微視的､局所的な粒子配列の変化が支配的となると思われる｡この区間では､クリープ

回復を行なっても強度の増加は､庄密を続けた場合と同様な増加を続ける｡これは､こ

の区間での強度増加現象が､クリープ応力による接触点の塑性変形の進行にともなう付

着力の増加を原因としているのではないことを示している｡したがって､この区間での

強度増加は､層構造の微視的変化に起因していると思われるが､こうした構造変化は､

応力負荷および除荷後の粉体層の応力分布の経時変化や､粉体層の膨張,収縮などの巨

視的手法によるきらに正確な測定がまず必要であり､今後の課題である｡

最後にラクトース粉での挙動について考察する｡ラクトース粉の場合には粒子自身の

変形が影響していることが予測される｡そのため､ある程度､庄密時間を長くしてもク

リープ庄密と回復の場合では､強度の増加パターンが異なるものと思われる｡この点に

ついては､竹山ら[8]の遠心加圧した一個粒子の付着力測定実験を､応用することが有
効と思われる｡竹山らは､ガラス面上に分散させた粒子に遠心力により加圧力を加えた

後､逆に粒子を分離きせる方向に遠心力を作用させ､粒子付着力の分布を測定した｡ Fi

g.4-20に実験結果の一例を示した｡この囲は､縦軸に平均付着力､横軸に加圧力を与え

たもので､各粒子とも､ 10-5[N]程度の加圧力から､接触点の塑性変形が原因と思われる

付着力の増加が観察される｡さて､この結果を粉体層に適用して考察するために､粉体

層を応力pで圧縮した際の接触点に加わる力Pを､ Eq.(4-2)を変形した次式より求める.

p=pdp2/10 exp (-4･5c)
･(4-3)

この式は､ Eq.(4-2)と同様に等方ランダム充填構造を仮定している｡この式より本研究

で用いた試料の接触点にかかる力の計算値をTab]e 4-2に一括して示す｡粒径の大きい

ラクトース粉の場合に臥接触点に働く力は､ 165[N]に達しており､しかも他の試料よ
り降伏値が小きいと思われることから､接触点で塑牲降伏が起き､クリープ庄密により

接触点がクリープ変形していることが予測される｡この計算は多くの仮定を含んだもの

であるが､ラクトース粉の長時間にわたるクリープ庄密の進行は､層構造の変化ととも

に粒子自身の変形が関与しており､他の試料についても圧縮応力が増加すればこうした

傾向は表われるものと思われる｡ただ､この検証には､一個粒子をクリープ加圧する実

験が必要であり今後の課題である｡

Sample A.L.

言 卜】 0.745

dp 卜】 2･0

ど.A.

0.733

Lactose L･.S. (NS10`0)

o.544 0.642

1.7 46.9 5･2

p 【N】 7.54Ⅹ10-8 5.16Ⅹ10-8 1.68Ⅹ10-5 3･21Ⅹ10-7

Table4-2 Eq.(4-3)より求めた接触点に加わる力 p= 6･6 kpa
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結 亡l

く1)時間の経過に伴い粉体層強度が増加する現象は､圧賓,除荷操作に関するレオロ
ジー挙動と関連していることが確認きれた｡

(2)クリープ庄密による粉体層強度増加過程は､本試験で用いた庄密応力6.6-57kP

aの範障では､顕著な空隙率変化を伴う区間(α)と､空隙率変化がばとんど観察きれ

ない区間(β)に分けられた｡両者の違い己ま､各段階でクリープ回復した場合の強度増

加傾向に顕著に表われ､区間(β)に達した段階でクリープ回復を行なっても､クリー

プ庄密を続けた場合と変わらない強度増加現象が確認され､この区間での強度増加現象

が､微視的な層構造の変化に起因するという予測がなされた｡

(3)ただ､ラクトース粉のみは､庄密時間が104秒を超えても空隙率の低下が継続し､

区間(α)の状態しか確認できず､クリープ回復試験結果も他の試料とは異なる結果を

示した｡この原因は､接触点の塑性クリープ変形によるものと思われ粉体層の時間依存

型現象には､層構造とともに粒子自身の時間依存性の検討が必要であることが指摘きれ

た｡

(4)粉体層庄密を応力緩和によって行なった場合には､応力緩和の進行にともなう強

度の変化は､クリープ庄密､およ回復試験による場合と異なる傾向を示した｡この結果

からも強度増加現象は､粒子接触点での付着力の変化だけによるのでなく､層構造の微

視的変化などの要田が存在すると思われる｡
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第5章 粉体層強度の時間依存型

変イヒと変形挙動[1,2]

粉体層､土の時間依存性を加味した構成関係は､単なる現象記述を目的とした研究を

除けば､時間を考慮しない場合の研究に比べ極めて少ない｡土質力学の分野では､序章

で述べたモデル論的研究があるものの､これらは間隙を水で満たし､しかも粒径も比較

的大きい系での現象を対象としている｡また､塑性論を応用した連続体としてのモデル

化についても､実験的に検討した時間依存型現象が限られていたり､降伏,破壊など塑

性論における基本的な概念を全般的に検討しているものは少ないようである｡この破壊,

降伏と変形挙動との関連という点では､ 3-1,2節でのクリープ引っ張り試験より得られ

た､強度低下作用の現われる臨界クリープ応力値α｡riの存在や､クリープ破断に至る

までの強度低下過程と変位量増加過程の間の相関関係の存在が注目きれる｡この臨界ク

リープ応力q⊂,t･の存在は､粉体層の引っ張り試験での応力一変位関係がほとんど全て

の応力範囲で非線形であることから､弾塑性論で為れているような線形性からの逸脱で

は定義できない降伏値の存在を示していると考えられる｡また､強度低下過程と変形過

程との関連の存在は､クリープ破断過程での変形挙動も強度の関数として記述できる可

能性を示唆している｡そこで本章では､ 5-1故において､クー)-プ変形挙動についても

このq｡,.･を境界にして変化が存在するかを検討した後､強度変化に伴い変形挙動を表

わす変数が変化すると仮定したレオロジーモデルを適用して､この相関関係の定量的考

察を試み､ q｡r,･以上と以下でのクリープ変形挙動の記述について検討を加える｡
そして､ 5-2節以降では､クリープ引っ張り試験での塑性変位童だけでなく､ 3, 4

章で行なった繰り返し試験で得られる可逆変位量や､クリープ庄密,クリープ回復後,

あるいは動的負荷により強度増加を確認した粉体層の応力一変位関係についても解析を

行なう｡そして､クリープ引っ張り試験で得られた降伏応力の存在や破断強度と変形挙

動の相関関係が確認できるか検討し｣この考え方の適応性について考察を試みる｡

5-1クリープ破断現象における強度低下過程と塑性変形挙動

クリープ引っ張り試験での変形挙動と強度変化過程について検討するまえに､耐久限

以上と以下での変形挙動の比較を行ない､考察の基礎となるレオロジーモデルを提案す

る｡すでに序章および2章で述べたように､粉体層のクリープ変形挙動は耐久限以上と

以下では極端に異なる｡ Fig.5-1(a)に両者の概略を示したが､両者をレオロジーモデル

で統一的に記述することば困難であるこ しかし､ 2章でも指摘したクリープ応力に対し

て粉体層が安定化していく過程であると思われるクリープ破断過程での区間Ⅰ､および

耐久限以下での変形過程については､基礎式が次式で与えられるFig.5-1(b)のVoigtモ

デルにより近似できる｡

o(t)
= kpA(t) +

n(dA(t)/dt)
(5-i)

このモデルの適用性はq(t) =qs =Const･の集件でEq･(5-I)を解いて得られる変位量

の経時変化が次式で与えられることから確かめられる｡

%Z.
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A(t) =

os/kp･(i-exp(-kpt/n))
(5-2)

この式はバネ要素によって与えられる平衡変位量a (= αs/ Kp)まで､変位量が粘性抵

抗を受けながら増加することを示しており､区間Ⅰおよび耐久限以下の応力のクリープ

変形挙動をある程度の時間範囲で記述するのに適している｡

そこでまず､耐久限以下でのクリープ変形挙動､特に臨界応力gcri付近での変形挙

動の変化について考察するため､ 3章で得たられたクリープ変形曲線にEq.(5-2)を適用

し､ Curve fittingによりRheology parameterkp
,符を求めてみる｡結果の一例をFi

名.5-2に示す｡この図は､クt)-プ負荷応力us とCurve fiセセingにより求めたparame

ter kpの関係を示したものである｡比較のため､ Fig.5-3に3章で得た104秒クリー

プ引っ張りを行なった後の強度o･王 とクリープ応力qs の関係を示した｡ Fi苫S･5-2,3を

比較すると､クリープ応力を耐久限近傍に設定しクリープ応力による強度低下作用が表

われる応力範囲( qs/uヱ >0.8)でtま､ parameter kpが明確に低下している｡この傾

向は､どの試料でも存在しており､強度だけでなく塑性変形挙動についてもαcriを境

界にして変化することが確認きれた｡したがって､ 3章で求めた臨界応力Jcrllは､強

度だけでなく塑性変形挙動に関しても､降伏条件を表わす値であることが確認された｡

また､粉体層強度の低下にともない粉体層の塑性変形抵抗の低下が確認きれたことか

ら､変形挙動を表わす変数であるkp 8ま､強度の関数として記述できることが予測きれ

る｡この仮定を耐久限以上の応力による複雑なクリープ変形挙動に適用すれば､ 3章で

求めたクl)-プ破断過程において､強度の低下が確認きれた区間Ⅱ, Ⅲでは､強度低下

に伴いRheology parameter kp
,符が低下する｡そして､この仮定により,

Fig.5-1(

b)のRheology modelの構造を変えなくても,区間Ⅱ, Ⅲでの変形挙動が記述できること

が期待きれる｡そこで､次にRheology parameter kp
,符が､クリープ時間tcのど

のような関数で変化すればクリープ破断過程での複雑な塑性変形挙動を記述できるかを

検討する｡

Rheotogy parameter kp
,符が時間の関数と考えるとEq,(5-1)は､次式で書きかえ

られる｡

c'(t)
= kp(t)A(t) +

nt't)(d△(t)/dt) (5-3)

この式に基づいて各区間ごとにkp(t),符(t)の関数形を検討する｡まず､強度変化

が現われない区間Ⅰでは､各parameterは一定と考えられ､次式で与えられ変形挙動も

Eq.(5-2)と同様に表わすことができる｡

kp(t) =kp= (- c〇nst･) n(t) =n= (= const･) (5-4)

次に､区間Ⅱ, Ⅲであるが､この区間の変位量の増加過程はそれぞれ次式で近似的に

表現できる｡

△(t) =c皿(t一七工) +△ェ (5-5)

△(ヒ)=C甘(t-t)2+c乱(t-t工)+A= (5-6)

この､ Eqs.(5-5,6)で近似した変形過程が､ Fig.511(b)で示したVoigt modelの構造を

変えることなく記述できるようkp(t),守(t)の関数形状を求める｡

ここで計算の簡略化のため次式の過程を用いる｡
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b=kp(t) / ∩(t) -const･ (5-7)

この仮定は､ききに行なった耐久限以下のクリープ変形挙動の解析より求めたbの値が､

特に負荷応力の大きい範囲で一定となる傾向があることから使用した｡

このEq.(5-7)､およびEqs.(5-5,6)をEq.(5-3)に代人し､ kp(七)について解くと次式

が得られる｡

(1)区間Ⅱ (tl<t<t1)

kp(t)
--･kp=･/ fb exp (-bt=)

･ (t- t=) +i) (5-8)

(2)区間Ⅲ (t正< t )

kp(t) = kp= Gs b/ (kp=Cb (t-t )2 +bosexp (-btェ)･(t-t=) + △=)

(5-9)

きてこのEq.(5-8,9)で得られたkpくt)の経時変化を実際に図示するに己ま､式中の係数

kpl, b, C1, C皿を求める必要がある｡そこで､クリープ破断試験で得た変形過程

曲線に各区間ごと､ Eqs.(5-2,5,6)を用いてCurve fittingを行ない各係数を求めた｡

Fig.5-4にCurve fi上土ing結果とkp(t)の経時変化の一例を示した｡区間Ⅱ, Ⅲでの

kp(t)の変化傾向は､ Fig.5-5にあらためて示した3章で得られた強度低下過程とよく

似ている｡

そこで､このkp(t)の変化と強度変化の相関を直接検討する｡ Fig.5-5に示したクt)

-プ破断過程での強度測定データの内､区間Ⅱ, Ⅲのデータのt/七bを求め､この七/tbに

相当するkp(t)の値をEqs.(5-8,9)より計算する｡そして､求めたkp(七)と強度o･亡(t

)の関係をFigs.5- 6,7に示した｡横軸のParameterの計算値kp(t)calは､区間Ⅰで

の値kpIで無次元化してある｡また､ kp(t)を計算する際用いたEqs.(5-8,9)中の係数

および寿命値は､クリープ破断データの中で､各区間の存在割合が最も､全データの平

均値に近いデータの値を用いた｡また､国中の直線は､ kp(t)とqE (t)の間に一次の

関係が存在すると仮定した場合を示しており､一点鎖線は､区間Ⅰでの強度測定値のば

らつきが､クリープ破断過程でも保たれたと仮定した場合のばらつきの範囲を示したも

のである｡

このB7から､二種類の試料とも､ kp(t)とqE (t)の関係は強度のばらつきの範囲で

相関を示している｡そして､低下割合に比べkp(t)の低下割合が大きいことから●､わず

かな強度低下によって粉体層が著しく変形しやすくなることが確認きれた｡また､ Rheo

logy
parameterが､強度の関数として示きれたことにより､耐久限以上と以下の轟雑な

変形過程が単一のRheology modelで統一的に記述できると考えられる｡この結果は､単

に現象記述に留まらず微視的構造変化について今後考察を進める上で重要な知見である

と思われる｡

土質力学では同様なアプローチとして､序章で述べた動的負荷での強度増加を超過応

力の概念で記述したPerzyna [3,4,5]の粘塑弾性モデルを用いた研究[6,7,8コがあるが､

時間が関与する強度変化現象は､ 3,4章で述べたように動的負荷によるものと､準静的

負荷領域での現象の発生メカニズムは異なると考えられ構成関係は､それぞれの負荷速

度領域で検討が必要である｡また､ Sekigu亡hL.ら[9,10]のアプローチも興味深いが､三軸

圧縮クリープの場合には一次元引っ張りの場合と応力条件が異なることや､破壊,強度,

降伏など塑性論における他の基礎的概念についてあまり実験的検討を行なっていないよ
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うである｡したがって､このアプローチは､これら土質力学の手法とは異なる側面から

みたアプローチであると考えられる｡

ただ､ここで得られた降伏応力qcy･.の存在や､強度と変形挙動を表わす変数との相

関関係の存在は､クリープ引っ張り試験での塑性変形過程での結論に過ぎない｡そこで

つぎに､ 3章の繰り返し負荷試験で確認きれる可逆変位量や､ 4章で強度増加現象の確

認きれた庄密操作に関する履歴を受けた応力一変位関係､あるい乙ま3章で得た動的負荷

条件での粉体層の応力一変位関係など､引っ張り負荷に関する応力一変位一時間関係に

ついて､広く適用できるかを検討をする｡まず次節では､繰り返し負荷により得られる

可逆変位量について考察する｡

5-2 準静的繰り返し負荷試験より得られる可逆変位量に関する考察

準静的繰り返し負荷によって得られる応力一変位関係の一例を､ Fig.5-8に示した｡

すでに2章で述べたように､変位童は､不可逆変位量△p と可逆変位量△eに区別され

る｡不可逆変位童の繰り返し負荷による累積過程は､クリープの場合と同様の形状であ

ることから5-1節と同様な議論が成立すると思われる｡そこで本節では､可逆変位量に

着目して整理を行なう｡可逆変位量を整理するため､繰り返し負荷での可逆変形に関す

る係数ke を次式で定義する[6] ｡

ke=os/Ae (n)
(5-10)

最初に､疲労破断が起きない応力範囲において,このke と繰り返し負荷応力の関係

を整理する｡この応力範囲でも､特に負荷応力が大きい場合では､ Fig.5-8に示したよ

うに繰･D返し負荷初期において除荷過程でも塑性変形が進行する｡そこで､繰り返し負
荷初期では解析せずに､累積塑性変位量の増加が比較的小さくなるN=10回､および繰

り返し負荷時間が104秒に達した時点でのkeの値を繰り返し負荷応力o･s に対してp1

o七したのが､ Fig.519である｡この固よりkeが負荷応力により変化している｡したが

って､可逆変形に関しても応力一変位関係は､非線形であることが確認きれた｡また､

keの負荷応力の増加に伴う低下傾向乙ま､強度低下作用の確認きれた､ Js/0,-z >0.7

付近を境界にして､変化しており､応力比が0.7以下の応力範囲でとま､ Eq.(5-ll) ､ 0.

7以上の応力範韓では､ Eq.(5-12)の関係がある｡したがって､可逆変形挙動にも､

α｡.iを境界とした降伏の影響が現われることが示きれ.た｡

ke ∝ (os / oz)0･3 o < ocri (5-ll)

ke ∝ (os / oz)l･4 o >
ocri (5-12)

参考のため､この式を使って､ Fig.5-10に､可逆変位量と実際の引っ張り破断試験で

の応力一変位関係を比較したが､単純な引っ張り破断試験においてtま､この可逆変位童

は､ total変位童に比べて小さく､極めて小きな応力でも塑性変形が開始していること

がわかる｡

また､ N=10と､繰り返し負荷時間が､ 10年秒に達した時点でのkeを比較すると､

keは時間の経過に伴って増加する傾向がある｡この増加割合は､ crs/qz <0.7の強
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度増加が起こる応力範囲の方が大きいことから､強度増加が現われる場合には､ keが､

増加し変形しにくくなることが予測きれる｡したがって､強度増加が発生する場合にも､

強度と変形挙動を表わす変数の間に相関関係が存在することが期待きれる｡そこで､次

に3, 4章で強度増加が確認きれたクリーブ圧密,クリープ回復後の引っ張り破断試験､

および比較的高い応力負荷速度での､引っ弓長り試験での応力一変位関係について考察を

加える｡

5-3 強度増加現象が現われる亀件での応力一変位関係

各試験での応力一変位関係を比較検討する前に､単純な引っ張り破断試験での応力一

変位関係の定量化が必要である｡ Fig.5-ll(a)に示したような引っ張り破断試験での応

力一変位関係を定量的に評価するには､ Rheology modelが有効である｡ただ､その場合

に考慮すべき点は､ 5-1,2告白で示した強度低下作用が現われるucr1.以上の応力では､

変形挙動も変化したことである｡この結果から､クリープや繰り返し負荷を開始する前

段階でもある引っ張り試験での応力一変位関係においても､ q⊂トI'を境界にして変形挙

動が変化していることが期待きれる｡このqcrI･で表わきれた降伏応力の存在を考慮し

て､応力一変位関係の解析法を検討する｡

引っ張り試験での応力一変位関係も､ 5-1放で用いITaVoigt modelを用いて近似でき

る｡しかし､定応力負荷速度で試験した場合の応力一変位関係は､次式で示したように

Maxwe]1 modelの方が､簡略でありfit七ing誤差も小きいことを確認している｡

1), Maxwell model

A ≡

o/kpM
+
02/(2oenM)

2), Voigt model

A -

o/kpv
+ oenv fexp (-kpvo/叩e)

-

i)/ kp2

(5-13)

(5-14)

(oe =古= Const･)

また､ここでは､モデルの物理的意味よりも強度増加に伴う応力一変位関係の形状に関

する考察を中心に行なうことから､ fitting制度の良いMa,ywell modelを採用した｡

きて､応力ー変位関係のMaxwell Modelによるfittingである,が.､モデルの適用限界

を見るため､ fittingを行なう応力範囲をu /qz =0.1から1.0まで徐々に拡大してい

った場合のkpM什'可Mおよびfitting誤差CVを､ fittingを行なった応力範囲の上限
一
一一

値に対して'永葡たのが､ Fig.ち-12 である｡この囲は､ 10分間予圧密した直後に引っ張

り破断試験を行なった場合のものであるが､クリープや疲労試験において強度低下作用

が表われた応力比o･ /qz ,0.7-0.8に着目すると､ fitting誤差が急激に増加し､ 0･

7以下の応力範囲でほぼ一定であった､ kpM,符rlの値も変化することを示している｡

これは､ q /Jz >0.7-0.8の範囲を含めると､右辺の応力に関して2乗の項までの和

で与えているEq.(5-12)では記述できず､きらに高次の項を加えなければ変形挙動を記

述できないことを示している｡同様な､強度低下作用が表われる応力比範囲でのfittin

g誤差の拡大は､ Voigt modelを用いたfittin苫でも確認されている｡これ乙ま､クt)-

プや疲労試験で強度低下作用を確認した応力範寝では､クリープや疲労試験を開始する

9/
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前の静的引っ張りの段階でなんらかの降伏現象が存在していることを示している｡この

結果から､クリーブ庄密､クリープ回復後の引っ張り試験及び比較的高速引っ張り負荷

試験での応力一変位関係は､ Maxwell modelでのfitting誤差が急増するまでの応力範

囲についてFig.(5-12)の解析より求めたMaxwell modelの係数kpM ,符Mで､それ以上
の応力範囲については破断時の変位量 △bで登壇を行なった｡

まず､クリープ庄密､クリープ回復後の引っ張り試験での応力一変位関係の整理結果

を示す｡ Figs.5- 13-15に破断強度とkpM,符rl
,および破断時の変位量

△bの関係

を示した｡ (〉 , -○-のKeyは､それぞれ5,30秒クリーブ庄密後､クリープ回復
を行なったデータの結果である｡各試料とも強度の増加に伴いRheology parameterは増
加､破断変位量は､低下傾向を示し､変形しにくくなっていることを示している｡また､

クリープ庄密と回復の結果を比較すると､庄密時間5,30抄とも回復を行なったデータ

の方が変形しにくいことを示しており､強度で己まあまり差が認められなくとも､応力一

変位関係では明確な速いが確認きれた｡以上の結果より5-1節で仮定した強度と変形挙

動の関係は､準静的な範囲では､強度増加が起こる領域､条件でも定性的には適用でき

ることが確認された｡

また､同様な強度増加が現われた比較的高速引っ残り負荷での応力｢変位関係につい

て同様な解析を行なった｡ Fig.5-16 に破断強度と､ Rheo]ogy parameterkpM,符rlお

よび破断変位童 △bの関係を示した｡国中には比較のため､クリープ庄蜜､回復での

結果を併せて示してある｡ Rheology parame七erkpM,可Mは､クリープ圧密の場合と同

様に強度の増加に伴い増加する傾向を示している｡しかし､破断時の変位量 △b は､

強度の増加に伴い増加する傾向を示しており高速負荷での強度増加が､クリープ庄密な

どによる増加減少と異なるメカニズムで発生していることがここで認められる｡

したがって､準静的なクリープ引っ張り,圧密などによる強度の時間依存型変化と変

形挙動との関連が､強度増加領域,減少領域ともにある程度､統一的に記述できるとと

もに､強度変化機構が異なると予測される場合にはその評価方法としての有効性が確認

された｡

結 石

クリープ,および繰り返し引っ張り試験,クリープ庄密､クリープ回復後の引っ張

り試験,また比較的高速引っ弓長り試験での破断強度と変形挙動の時間依存変化につい

て検討を加えたところ以下の緒言を得た｡

1),クリープ､疲労試験において引っ張り応力による強度低下作用が確認された臨界

応力qc,i以上の応力範囲では､変形挙動についても変化が現われ､この変化をRheolo

gy parameterの低下などにより定量的に評価することができた｡この変化は､疲労､ク

リープ試験での塑性変形過程だけでなく､各種条件下での引っ張り試験での応力一変位

関係でも認められた｡弾塑性論で乙ま,応力ー変位関係の線形性からの逸脱により降伏条

件を定義しているが､臨界応力o･c,.･は､この定義では決定できない降伏条件であるこ

とを確認した｡

2), 1)で得られた結果から､強度変化に伴い変形挙動を表わす変数が変化すると仮定

したRheology modelによりクリープ変形挙動を解析したところ､強度と変形抵抗の間に

巧ミ
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比例的な関係があることを確認した｡そして複雑な変形過程を示す耐久限以上と以下の

クリープ変形挙動が､ひとつのモデルで統一的に記述できることを示した｡この関係は､

強度増加が確認された条件でも認められた｡また､静的条件と同様な強度増加を示した､

比較的高い応力負荷速度での引っ張り試験での応力一変位関係モま､準静的試験とは逆に､

強度の増加が認められる高速負荷の場合ほど､破断変位量が増加する傾向が確認きれ､

強度増加機構が準静的条件の場合とは､異なっていることが求められた｡

< 使用記号 >

a =破断を起こきない場合の平衡クリープ変位童

b =平衡変位量の63.2Ⅹ に達するまでの時間

C℡
,
C皿 =クt)-プ変形挙動を近似したEqs.(5-5,6)中の係数

ke = 可逆変形挙動を記述する parameter

[ FLm]

[s]

[ JIM/S] , [ LLm/s ]

[ kPa/〟m

kp = 不可逆変形挙動に関するrheology paran!e七er
kp = Maxwel] model中のrheology parameter

t = クー)-プ引っ張り時間

tb クリープ破断寿命

△b = 単調引っ張り負荷試験での破断変位量

△e = 可逆変位量

△p = 不可逆変位重

野 = 不可逆変形挙動に関する rheology parameter

符M Maxwell model中の rheology pa.rameter

o･cn･ = 強度低下作用が現われる臨界クリープ引っ張り応力

o･亡 = 履歴を受けた粉体層強暴

qs = 設定クt)-プ引っ張り応力

αL = クリープ耐久.限

uz = 単調負荷による静的引っ張り応力

[ kPa/FLm

[ kPa/〝m

[s]

[s]

[

[

[

iLm ]

〃m]

〟m]

]

]

]

[ kPa･s/〃m

[ kPa･s/〃m

[ kPa]

[ kPa]

[ kPa]

[ kPa]

[kPa]
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毒草
#

⊆≡喜王

粉体層の時間依存型現象について本研究では､耐久限値を決定する因子を考察する目

的などから(1)粉体層圧密､成形操作における現象(2)成形した粉体層に破壊応力(例

えば引っ張り,せん断応力)を作用きせた場合の現象に大きく分けて考察してきた｡し

かしこの両者は密接な関係を持つことが本研究結果からも予測きれる｡この点を体系的

に考察した研究は時間を考慮しない条件を含めても少なく[l,2]
､多くの融究は全く両

者を分離して検討している｡そこで本研究で得られた結論の中で特に注目したい点をま

とめながら､この現象の体系的考察という角度から今後の課題を展望してみる｡

1,本研究で得られた結論から

本研究で得られた結論の中で特に注目されるのは次の点である｡

(a)単調負荷による破壊強度Jz 以下の応力範囲に､比較的多くの現象に関連する降

伏応力値o･⊂riが存在する｡

(b)疲労,クリープ破断寿命分布形状が｣ cTz の分布とは単純には対応しない｡

(c)応力負荷速度依存性の存在,特に高速負荷領域での挙動の特負性
(d)時間依存型庄密特性の存在とこうした庄密履歴を受けた粉体層強度変化現象

(e)強度(破壊集件)と構成関係く応力一変位関係)との間の相関の存在とその定量

的記述

この5点は､これまでの単調負荷による破壊試験や庄密試験では求められない､粉体

の力学的特性をCharacterizeするものである｡ [3]この(a)-(e)を中心に本研究で得

られた結果を概観してみる｡

まず､単調負荷による破断強度以下の応力範囲に､一種の降伏応力値が存在すること

が確認きれた｡この降伏応力ucr;を境界にしてクt)-プ,疲労試験では､強度低下作

用が現われ､可逆､不可逆変形挙動を表わす変数も顕著な低下を示し､単調負荷におけ

る応力一変位関係も急激な変化が現われることから､応力の負荷形式にかかわらず存在

する降伏値として期待される｡応力の負荷形態の影響は､おもにqcriを超える応力範

囲で問題になった｡例えば､疲労,クリープ耐久限crL は､ Fig.1に10000秒応力負荷

を受けた場合の負荷応力と粉体層強度の関係を模式的に示したが､ 3章で述べたように､

i)庄密履歴に関連する強度増加現象､およびii)応力負荷速度､などの影響により変動

する｡

このqcri以上の負荷応力範囲で､疲労,クリープ破断現象が起こる場合の破断寿命

分布は静的強度αz の分布とは異なる傾向を示し､これらの破断現象が､単調負荷によ

る破壊とことなるメカニズムで起きていることをここで示した｡

､金型に粉体層を充填し､圧縮応力を加えた場合､加える応力の形態により粉体層は様
々な時間依存性を現わし､この時間依存性は､圧縮変位や圧縮応力だけでなく､圧縮､

成形後の強度や枯塑弾性挙動にも影響をもつことが確認された｡この庄密履歴を受けた

粉体層の強度と変形挙動の関係は､現象の体系的考察という点からも今後注目する必要
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がある｡

以上の実験事実から連続体力学の手法を応用して､ 5章で強度(破壊条件)と樟成関

係の関連について定量的評価を試みた｡その結果､準静的な応力負荷条件では､ qc,i

を超える引張り応力を受け強度低下が現われる場合も､庄密履歴をうけ強度増加が発生

する場合でも､強度と変形挙動を表わす変数の間に比例的な相関が存在することを確認

した｡時間依存型現象を体系的に考察するという点からみると､連続体力学を用いた強

皮,応力一変位関係のモデル化は､ (d)の時間依存型庄密特性を含めて記述する必要が

あり､本研究結果の中で得られたクリープ圧密過程と強度増加過程の相関の存在は､そ

の記述がある程度可能であることを示している｡しかし､次節で述べるように､庄密に

よる強度増加過程は種々の現象が複合的に関与していると考えられることから､その機

構解明に取り親む必要がある｡また､ここでは庄密履歴による影響を強度,変形挙動に

着目したが､降伏応力o･criも圧密履歴により変化することが予測きれる｡弾塑性論に

おける破壊,降伏,塑性ポテンシャル曲面などの基本曲面の概念が､強度､変形挙動､

qcriに関連しているが､時間依存型現象がこれらの基本曲面の考え方でまとめられる

のか､一次元庄密における時間依存型特性と関連づけられるのか､などの点の解明が､

連続体モデルとしての取り扱いで必要である｡

そこで､まだ現象論的整理も十分でないけれども､ (a)-(e)までの結果に基づいて

少し具体的に今後の課題を検討する｡

2,今後の課題

粉体層の時間依存性､特に時間依存型一次元庄密挙動にともなう強度増加現象につい

て解明が第一の課題である｡この現象の発生メカニズムとして次の2点の検討が重要と

思われる｡

(α)粉休層の微視的層構造の不均一性,不安定性､異方性などに起因する層構造変化

(β)粒子自身の､特に接触点の力学的特性の時間依存性とその分布

第1の層構造については､粉体層の力学において､例えば力学的特性のばらつきの主

要田のひとつと考えられるなど､極めて重要な問題である｡しか.し層構造を対象とした

研究もま､主に等方ランダムを仮定した理想的な系を対象としたものが多い｡仮に粉体層

がランダム充填の仮定を満たし､しかも粒子間の力がつりあいがとれていれば､時間依

存性は(β)の固体としての特性に支配される｡したがって､この(α) , (β)の両

者を分離した考察が必要である｡

粒子自身の時間依存性としては､ 4章で指摘した接触点のクリープ変形や接触点の物

理化学的作用による付着力など粒子間相互作用の時間依存型変化などが考えられる｡前

者については竹山ら[3]の遠心力を用いた一個粒子付着力測定の手法を応用してクリー

プ加圧した粒子の付着力変化から考察するアプローチなどが考えられる｡後者について

は､真空またiま特殊雰囲気での一個粒子および粉体層の時間依存型挙動の変化の測定が

必要である｡

こうしたアプローチと並行して､粉体層の時間依存性をきらに厳密に検討することに

よって粉体層の層構造をモデル論的に考察できることが期待される｡層構造に関する実
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験的アプローチとしては､層構造をいきなり一個粒子に着目して考察するには､数〟m

程度の微粉体層の場合､凝集体構造の評価の解明が必要である｡こうした微視的構造を

直接検討する前に､ 4章で触れたような連続体的扱いではあるが､粉体層の不安定性や

異方性の考察をまず行なう必要がある｡特に一次元庄密における時間依存型現象,クリ

ープ圧密,クリープ回復,応力緩和過程における層内の応力および空隙率の分布の時間

の経過に伴う変化を求め､この結果から層内分布変化を加味した連続体モデルによる一

次元圧密特性と圧密､成形した粉体層の強度､粘塑弾性挙動における時間依存性を体系

的にまとめることを考えている｡その上で凝集体構造などきらに微視的構造の解明にア

プローチしたい｡

第二の課題として降伏応力qcr,'の存在機構の解明が必要である｡このq⊂r.1の存在

機構を､ Fig.2のように､層内に層構造の分布または､接触点の付着力分布などに起因

する微視的強度分布が存在したとして考察してみる｡ qcr. 8まこの強度分布の最小値に

あたり､層の性質に変化を起こす微視的破壊開始応力であり､巨視的破壊は､粉体層の

組織敏感性により微視的破壊がある程度起こると発生すると考えられる｡このときの破

壊確率 P2が巨視的破壊条件であり､一種の破壊靭性に相当すると考えられる｡こうし

た考え方を導入すると､強度分布が広く巨視的破壊条件･P2が大きい場合ほど静的強度

o･z に対するacriの割合は小きくなり､疲労,クリープ破断が起き易くなる｡例えば､

庄密履歴を長時間受けた粉体層では､層梼造は安定し均一化が進み､ Fig.3 に示したよ

うに強度分布は鋭くなることが予測きれ､強度増加現象も記述できる｡ただこの場合､

巨視的破壊粂件(Pz)も履歴により変化し､変化の仕方によりo･z に対するor｡riの比お

よび耐久限応力比も変化する可能性がある｡

このモデルもま､微視的強度の定義､微視的破壊が起きた後の強度分布の変化などにつ

いて検討が必要である｡実験的には､圧密履歴を受けた粉体層のqcrllの変化の測定な

どが重要である｡そしてここで仮定した強度分布が､-圧密に関する時間依存型現象と関

連する応力､空隙率分布変化とどう対応するのか考察を深めたい｡

以上のことから粉体層の時間依存性乙ま､粉体層力学の分野で今後重要な課題として位

置付けられる層構造や粒子の相互作用に関して貴重な問題提起を含んでおり､粉体層力

学を体系化していく上で重要な柱のひとつであると考えられる｡

< 使用記号 >

Pz = 微視的破壊の発生割合

P = 巨視的破壊条件

α = 負荷応力

qcn' = 降伏応力

αz = 巨視的破断応力
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